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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間および最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第94期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

３ 第95期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

回次 第93期中 第94期中 第95期中 第93期 第94期 

会計期間 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成19年 
１月１日 

至 平成19年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
12月31日 

売上高 （百万円） 74,347 75,055 79,066 151,443 155,804 

経常利益 （百万円） 8,505 6,309 7,205 16,584 13,603 

中間（当期）純利益 （百万円） 5,091 3,122 3,828 12,131 6,961 

純資産額 （百万円） 88,702 111,374 121,770 99,501 116,913 

総資産額 （百万円） 172,766 186,213 188,820 186,521 195,607 

１株当たり純資産額 （円） 339.35 385.20 415.05 380.59 397.56 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 19.49 11.95 14.66 46.31 26.64 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 19.48 11.95 － 46.29 26.63 

自己資本比率 （％） 51.3 54.1 57.4 53.3 53.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 12,557 6,430 10,345 18,380 11,600 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △3,493 △4,035 △3,659 △6,889 △10,093 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △9,226 △3,240 △12,528 △10,711 583 

現金および現金同等物の

中間期末（期末）残高 
（百万円） 10,431 11,064 8,382 11,440 14,186 

従業員数 （名） 2,563 2,634 2,550 2,523 2,573 



(2）提出会社の最近３中間会計期間および最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第94期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

３ 第95期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

回次 第93期中 第94期中 第95期中 第93期 第94期 

会計期間 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成19年 
１月１日 

至 平成19年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
12月31日 

売上高 （百万円） 39,220 40,273 38,808 79,466 81,012 

経常利益 （百万円） 3,757 3,313 4,602 7,637 7,811 

中間（当期）純利益 （百万円） 1,903 1,941 2,987 4,036 4,253 

資本金 （百万円） 20,886 20,886 20,886 20,886 20,886 

発行済株式総数 （千株） 263,992 263,992 263,992 263,992 263,992 

純資産額 （百万円） 65,305 70,613 75,093 70,515 71,515 

総資産額 （百万円） 126,143 133,905 135,031 136,867 138,330 

１株当たり純資産額 （円） 249.84 270.15 287.54 269.74 273.72 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 7.28 7.43 11.44 15.39 16.27 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 7.28 7.43 － 15.38 16.27 

１株当たり配当額 （円） 3.50 3.75 4.00 7.50 7.50 

自己資本比率 （％） 51.8 52.7 55.6 51.5 51.7 

従業員数 （名） 1,027 1,002 932 1,017 937 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特記すべき事項はありません。 

  （平成19年６月30日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

化学品事業 2,185 

その他の事業 365 

合計 2,550 

  （平成19年６月30日現在）

従業員数（名） 932 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資が増加するとともに個人消費も底堅く推

移しており、景気は緩やかに回復しております。しかしながら、原油価格の先行きは不透明であり、今後、企業業

績や個人消費への影響が懸念されます。 

 化学業界におきましては、原油・ナフサ価格の上昇により、原料価格は高止まりの状況が続き、厳しい事業環境

のうちに推移いたしました。 

 このような状況のもと、当社グループにおきましては、原料価格の高止まりに対応した製品価格の是正を進め、

一方で高付加価値製品も伸長いたしました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は、790億６千６百万円（前年同期比5.3%増収）、営業利益は64億６千

万円（前年同期比14.2%増益）、経常利益は72億５百万円（前年同期比14.2%増益）、中間純利益は、38億２千８百

万円(前年同期比22.6%増益)となりました。 

事業部門別のセグメントの業績は次のとおりです。 

① 化学品事業 

 (a）基礎化学品部門 

 苛性ソーダは、旺盛な需要と製品価格の是正により増収となりました。 

 無機塩化物は、過塩化鉄液が大手ユーザーの需要減により出荷が低調に推移しましたものの、塩酸の出荷が順

調に推移しましたことに加え、各種塩化物の製品価格の是正により、増収となりました。 

 塩素系有機溶剤は、需要の減少により出荷数量が減少しましたことに加え、塩ビ原料向け製品の出荷が低調に

推移しましたため、減収となりました。 

 硫酸は、出荷が堅調に推移しましたことに加え、製品価格の是正により、増収となりました。 

 工業用ガスは、出荷が順調に推移しましたため、増収となりました。 

 これらの結果、基礎化学品の売上高は、264億８千万円（前年同期比4.8%増収）となりました。 

 (b）アクリル製品部門 

 アクリル酸エステルは、前年同期は軟調でありましたアジアでの製品市況がやや回復したことに加えて、国内

向けの出荷が堅調に推移し、製品価格の是正によって大幅な増収となりました。 

 アクリル系ポリマーは、新規製品の拡販に注力しましたものの、減収となりました。 

 建築・土木製品は、公共投資の縮減や競争の激化により減収となりました。 

 高分子凝集剤は、三井化学株式会社との合弁により、平成18年10月１日にＭＴアクアポリマー株式会社が発足

して連結子会社となりましたため、大幅な増収となりました。 

 これらの結果、アクリル製品の売上高は、232億６千６百万円（前年同期比8.8%増収）となりました。 

 (c）機能製品部門 

 接着剤は、一般家庭向けの出荷が伸び悩みましたが、工業用は、光硬化型接着剤、ホットメルト系接着剤、反

応型接着剤の出荷が好調に推移しましたため、売上は前年同期並みとなりました。 

 アクリル系オリゴマー「アロニックス」は、製品価格の是正に加えて、ディスプレイ用途など電子機器向けの

出荷が好調に推移しましたため、大幅な増収となりました。 

 開発製品につきましては、銀系無機抗菌剤「ノバロン」の出荷が好調に推移しましたため、大幅な増収となり

ました。 

 これらの結果、機能製品の売上高は、130億７千８百万円（前年同期比5.9%増収）となりました。 

 なお、当中間連結会計期間より、当社が採用する組織単位を見直したことに伴い、従来その他の事業に含めて

おりましたエレクトロニクス材料を機能製品部門に集計区分を変更しております。前中間連結会計期間は当中間

連結会計期間の集計区分で再集計し、前年同期比は再集計した値を基に算出しております。 

 (d）樹脂加工製品部門 

 管工機材製品は、公共投資の縮減による需要の低迷や競争の激化により、出荷が低調に推移しましたため減収

となりました。 

 ライフサポート製品（生活用品関連製品）は、平成18年の介護保険法改正による介護関連市場の混乱が解消し

つつあり、介護関連製品の出荷が順調に推移しましたため、増収となりました。 

 成形材（合成樹脂コンパウンドなど）は、海外向けの出荷が前年同期に比べて回復し、また、新規に医療分野

向けに出荷を開始したこともあり、増収となりました。 

 これらの結果、樹脂加工製品の売上高は、153億６千６百万円（前年同期比1.6%増収）となりました。 



② その他の事業 

 設備等の建設および修繕関係は増収となりましたものの、輸送関係、商事部門が減収となりました。 

 これらの結果、その他の事業の売上高は、８億７千３百万円（前年同期比5.3%減収）となりました。 

 なお、当中間連結会計期間より、当社グループの事業の実態を的確に開示するため、商事部門の化学品事業関連

の売上高は、化学品事業の各部門に集計区分を変更しております。前中間連結会計期間は当中間連結会計期間の集

計区分で再集計し、前年同期比は再集計した値を基に算出しております。   

 所在地別のセグメントの業績は次のとおりです。 

① 日本 

 日本国内におきましては、製品価格の是正および連結子会社の増加等により、売上高は、727億２千３百万円と

なり、前中間連結会計期間に比べ、39億２千６百万円、5.7％の増加となりました。また、営業利益は、64億５千

万円となり前中間連結会計期間に比べ、５億４千３百万円、9.2％の増加となりました。 

② 日本以外  

 日本以外の所在地におきましては、アジアにおけるアクリル製品の市況がやや回復しましたため、売上高は、63

億４千２百万円となり、前中間連結会計期間に比べ、８千４百万円、1.3％の増加となりました。また、営業利益

は、４千２百万円となり前中間連結会計期間に比べ、３億１千２百万円の増加となりました。 

 （注）１ 所在地別セグメントの営業利益には、セグメント間の内部取引等にかかる金額を配賦しておりません。

当中間連結会計期間におけるこれらの金額は、３千２百万円であります。 

２ 当社グループは、消費税等の会計処理については税抜き方式を採用しておりますので、金額は消費税等

抜きで表示しております。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

  当中間連結会計期間のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整

前中間純利益の増加、法人税等支払額の減少に加え、前中間連結会計期間に発生した債務保証の履行による支出が

なくなりましたため、前中間連結会計期間に比べ収入が39億１千４百万円増加し、103億４千５百万円の収入とな

りました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入等がありましたため、前中間連結会計期

間に比べ支出が３億７千６百万円減少し、36億５千９百万円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャルペーパーの発行額が減少しましたため、前中間連結会計期

間に比べ支出が92億８千８百万円増加し、125億２千８百万円の支出となりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間末の現金および現金同等物の残高は83億８千２百万円となり、前中間連結会計

期間末に比べ26億８千１百万円の減少となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１ その他の事業につきましては、主としてサービス業ですので記載しておりません。 

２ 金額は、販売価格により算出しております。 

３ 当中間連結会計期間より、当社が採用する組織単位を見直したことに伴い、従来その他の事業に含めており

ましたエレクトロニクス材料を機能製品部門において集計する区分へ変更しております。 

  なお、前中間連結会計期間を当中間連結会計期間の集計区分で再集計し、前年同期比は再集計した値を基に

算出しております。 

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社および各社は受注生産はほとんど行わず、主として見込み生産であります。 

(3）販売実績 

 （注）１ 総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。 

２ 当中間連結会計期間より、当社が採用する組織単位を見直したことに伴い、従来その他の事業に含めており

ましたエレクトロニクス材料を機能製品部門において集計する区分へ変更しております。また、当社グルー

プの事業の実態を的確に開示するために、その他の事業に含めておりました㈱TGコーポレーションの取扱製

品を化学品事業の各製品部門に集計区分を変更しております。 

  なお、前中間連結会計期間を当中間連結会計期間の集計区分で再集計し、前年同期比は再集計した値を基に

算出しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

事業 部門 金額（百万円） 前年同期比（％） 

化学品事業 

基礎化学品 19,209 5.0 

アクリル製品 20,062 19.9 

機能製品 11,750 △1.8 

樹脂加工製品 15,455 △4.5 

合計 66,478 5.2 

  

事業 部門 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

化学品事業 

基礎化学品 26,480 33.5 4.8 

アクリル製品 23,266 29.4 8.8 

機能製品 13,078 16.5 5.9 

樹脂加工製品 15,366 19.4 1.6 

小計 78,192 98.8 5.5 

その他の事業 873 1.2 △5.3 

合計 79,066 100.0 5.3 



３【対処すべき課題】 

 平成19年は、平成17年からスタートしました中期経営計画の最終年であり、総仕上げの年であります。基本戦略と

して掲げた「重点事業の加速」と「既存事業の再構築」は、着実に成果を収めつつありますものの、市況の影響を強

く受ける体質から脱却して高収益型企業グループとなるために、アクションプランを確実に実行することにより、目

標の完遂を目指してまいります。 

 また、レスポンシブル・ケア基本方針として「製品の開発から使用後の廃棄に至る過程のあらゆる段階において、

製品安全、保安衛生、環境保全に配慮し、顧客・社会からの信頼性向上に努める」を掲げ、製品の安全性の確認、地

域社会の皆様との共生および環境保全に係わる活動を、グループ全体が一丸となって実施します。また、コンプライ

アンスを徹底した経営を推し進め、内部統制システムの整備・充実に注力してまいります。 

(会社の支配に関する基本方針） 

(1）基本方針の内容 

 当社は、当社の企業価値が、「化学事業を通じてより多くの人々とより多くの幸福を分かち合う」という企業理

念に基づき、化学関連の事業を推進することにより、当社およびその子会社の株主・取引先・地域住民等のステー

クホルダーの皆様の利益・幸せを実現していくことにその淵源を有することに鑑み、特定の者またはグループによ

る当社の総議決権の20％以上に相当する議決権を有する株式の取得により、このような当社の企業価値または株主

の皆様共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定の者またはグループは当社の財務および事業

の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令および定款によって許容される限度において、当社の

企業価値または株主の皆様共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講じることを、その基本方針といたしま

す。 

(2）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み 

 当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組みの一つとして、平成19年2月14日開催の取締役会において、当社株式の大規模買付行為に関する対

応方針（以下「本プラン」といいます）を導入することに関して決議を行い、平成19年3月29日開催の第94回定時

株主総会（以下「第94回定時株主総会」といいます）において、本プランについて株主の皆様のご承認をいただき

ました。また、当社は本プランの導入に伴い、特別委員会を設置し、特別委員会委員として、北村康央、佐藤勝、

花田文宏の3氏を選任いたしました。 

 本プランの概要は、以下に記載のとおりですが、本プランの詳細につきましては、平成19年2月14日付の当社プ

レスリリース「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の導入に関するお知らせ」をご参照く

ださい。 

(当社ホームページ‥http://www.toagosei.co.jp/） 

① 本プランの導入の目的 

 本プランは、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供および考慮・交渉のため

の期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断される

こと、取締役会が、当該大規模買付行為に対する賛否の意見または代替案を株主の皆様に対して提示すること、

あるいは、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって基本方針に照らして不適切

な者（具体的には、本プランに違反をした大規模買付者およびこの者と一定の関係にある者等）によって当社の

財務および事業の方針の決定が支配されることを防止し、企業価値ないし株主共同の利益を確保・向上すること

を目的として導入されたものです。 

② 本プランに基づく対抗措置の発動に係る手続 

(a) 対象となる大規模買付行為 

 次のアもしくはイのいずれかに該当する行為（ただし、取締役会が予め承認をした行為を除きます）または

その可能性のある行為がなされ、またはなされようとする場合に、本プランに基づく対抗措置が発動される場

合があります。 

ア 当社が発行者である株券等に関する大規模買付者の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の買付け

その他の取得 

イ 当社が発行者である株券等に関する大規模買付者の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有割合と

の合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得 

(b）大規模買付者に対する情報提供の要求 

 大規模買付者には、大規模買付行為の開始に先立ち、意向表明書および大規模買付情報を提供していただき

ます。 



(c）大規模買付者との交渉等 

 取締役会は、対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全ての株券等の買付けが行われる場合

には、60日間、それ以外の場合には、90日間の期間を、取締役会評価期間として設定し、当社の企業価値およ

び株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点から評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買付者との

交渉を行うものとします。 

(d) 特別委員会の勧告および取締役会の決議 

 特別委員会は、大規模買付者が大規模買付ルールにつきその重要な点において違反した場合で、取締役会が

その是正を書面により当該大規模買付者に対して要求した後10営業日以内に当該違反が是正されない場合に

は、原則として、取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。 

他方、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、特別委員会は、原則として、取締役会に対して、大

規模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告しますが、大規模買付ルールが遵守されている場合であって

も、当該大規模買付者がいわゆるグリーンメイラーである場合等一定の事情を有していると認められる者であ

る場合には、取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告します。 

 取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動または不発動その他必要な決議を

行うものとします。 

③ 本プランの特徴 

(a）基本方針の制定 

 本プランは、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する「基本方針」を制定した上

で、導入されたものです。 

(b）特別委員会の設置 

 当社は、本プランの必要性および相当性を確保するために特別委員会を設置し、取締役会が対抗措置を発動

する場合には、その判断の公正を担保し、且つ、取締役会の恣意的な判断を排除するために、特別委員会の勧

告を最大限尊重するものとしています。 

(c）定款の変更と株主総会における本プランの承認  

 本プランの法的安定性を高めるため、本プランにつきましては、第94回定時株主総会において本プランの導

入に関する承認議案の付議を通じて、株主の皆様のご意思を確認させていただいております。 

(d）適時開示 

 取締役会は、本プラン上必要な事項について、適用ある法令等および証券取引所規則に従って、適時且つ適

切な開示を行います。 

(e) 本プランの有効期間 

 本プランの有効期間は、平成22年3月31日までとします。ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当

社の取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、本プランはその時点で廃止されるものと

します。また、当社は、当社の取締役会において、企業価値ないし株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点

から、必要に応じて本プランを見直し、または変更する場合があります。ただし、当社は、本プランの内容に

重要な変更を行う場合には、株主の皆様の意思を適切に反映する機会を得るため、変更後のプランの導入に関

する承認議案を株主総会に付議するものとし、変更後のプランは、その承認議案につき、株主の皆様のご承認

が得られることを条件に効力を生じるものとします。 

④ 株主の皆様への影響 

(a）本プランの導入時に株主の皆様に与える影響 

 本プランの導入時には、新株予約権の発行自体は行われません。したがいまして、本プランが本プラン導入

時に株主の皆様の権利および経済的利益に直接具体的な影響を与えることはありません。 

(b）新株予約権の発行時に株主および投資家の皆様へ与える影響 

 取締役会が対抗措置として新株予約権の無償割当ての決議をした場合、基準日における最終の株主名簿に記

載または記録された株主の皆様は、新株予約権の無償割当ての効力発生日に、当然に新株予約権者となりま

す。そして、当社が新株予約権を取得する場合、株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当

社による新株予約権の取得の対価として、当社普通株式の交付を受けることになります。ただし、例外事由該

当者につきましては、その有する新株予約権が取得の対象とならない、またはその有する新株予約権の取得の

対価として交付される財産の種類が他の株主の皆様と異なることがあります。 

(3）上記の取組みに対する取締役会の判断及びその判断に係る理由 

 当社は、前記(2)①記載のとおり、本プランは企業価値ないし株主共同の利益の確保・向上という目的をもって

導入されたものであり、基本方針に沿うものと考えます。特に本プランは、(a)第94回定時株主総会において本プ

ランの導入に関する承認議案の付議を通じて、株主の皆様のご意思を確認させていただいており、また、本プラン

の内容に重要な変更を行う場合には、株主の皆様の意思を適切に反映する機会を得るため、変更後のプランの導入



に関する承認議案を株主総会に付議するものとし、変更後のプランは、その承認議案につき、株主の皆様のご承認

が得られることを条件に効力を生じるものとしている点において株主の皆様のご意思を重視していること、(b)対

抗措置の発動に際しては、必要に応じて、取締役会から独立した第三者的立場にある専門家の意見を取得できるこ

と、(c)独立性の高い特別委員会の設置を伴うものであり、対抗措置の発動に際しては必ず特別委員会の勧告を経

る仕組みとなっているうえ、特別委員会は更に独立した第三者的立場にある外部専門家の意見を取得できること、

(d)対抗措置の発動または不発動その他必要な決議に関する判断の際に拠るべき基準が設けられていること等か

ら、当社は、本プランは当社の企業価値ないし株主共同の利益を損なうものではなく、当社の取締役の地位の維持

を目的とするものではないと考えております。 

 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループにおける研究開発は、化学品事業に関して主要関係会社を含めて行っておりますが、当社が主に担当

して進めております。当社は「マーケットNo.１製品を創出する存在感のある企業」を目指し、「実行と実効」をキ

ーワードとして、工場はもとより営業とも連携し、各事業の戦略に基づいた研究開発を行っております。そして関係

会社とは共同で研究開発を推進するなど、グループ全体の最適化を目指しております。 

 当社の研究開発組織は、コーポレート部門である新事業企画推進部と執行部門である各事業部所属の各研究所と

が、互いに協力・分担する体制です。前者の新事業企画推進部では、本年４月、研究開発全般のレベルアップを目指

し、名古屋研究機構内に基盤技術研究所を新たに設置しました。ここでは分析・評価技術をはじめ、新規材料の設

計、および新規物質の合成に取り組んでおります。同時に、つくば研究所を改組して先端科学研究所とし、バイオ・

ライフサイエンス関連の研究を行っております。 

 一方、後者の執行部門では、アクリル事業部において高分子材料研究所が、旧・機能材料事業部光硬化グループと

旧・接着剤事業部とが統合した機能樹脂事業部において機能樹脂研究所が、そして基礎化学品事業部において基礎化

学品研究所が、それぞれの事業部方針に沿った研究開発を展開しております。また、旧・新事業企画開発部から分離

独立し、旧・機能材料事業部機能材料グループを加えて編制された新材料開発部には新材料研究所があり、事業拡大

を目指した製品開発・市場開拓を行っております。また、生産技術研究所は生産技術の開発全般を担当しておりま

す。 

 当社の重点事業領域は、「光硬化型樹脂」、「接着剤」、および「無機高純度品」ですが、これらに関する研究開

発は全て執行部門に所属する研究所で行われております。「光硬化型樹脂」関連では、新規オリゴマーの開発、光硬

化型樹脂 ”アロニックス” およびその配合品の開発など高付加価値を目指した製品の研究開発に取り組んでおりま

す。「接着剤」では、瞬間型の他、光硬化型、ホットメルト型、反応型といった各種接着剤の研究開発を推進してお

ります。また、「無機高純度品」として、高純度苛性カリ、高品位過塩化鉄液などがありますが、その研究開発は一

部関連会社と協力し、さらなる高品質化を目指して進めております。 

 以上の他、機能性シリコン、半導体関連材料等のエレクトロニクス分野、および燃料電池膜の研究開発や合成樹脂

成形品製造技術の拡充、管工機材の開発、生活用品関連製品の開発にも取り組んでおります。 

 当中間連結会計期間の研究開発費は、24億２千４百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 東京、大阪、名古屋の各証券取引所では市場第一部に上場しております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 550,000,000 

計 550,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成19年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年９月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 263,992,598 263,992,598 
東京、大阪、名古屋、

福岡各証券取引所 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式 

計 263,992,598 263,992,598 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

 平成19年１月１日 

～ 

平成19年６月30日 

－ 263,992,598 － 20,886 － 18,031 



(5）【大株主の状況】 

（注）１ ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループから平成19年６月４日付で提出された株券等の大量保有に関する変

更報告書の写しにより同年５月28日付で㈱三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱、三菱ＵＦＪ証券

㈱および三菱ＵＦＪ投信㈱がそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当

社としては、各社の平成19年６月30日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿上の所有

株式数を上記大株主の状況に記載しております。 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 16,576 6.27 

日本トラスティ・サービス信託 

銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 16,447 6.23 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 11,636 4.40 

東亞合成取引先持株会 東京都港区西新橋一丁目14番１号 5,672 2.14 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 5,648 2.13 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 5,540 2.09 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 5,300 2.00 

東亞合成グループ社員持株会 東京都港区西新橋一丁目14番１号 5,108 1.93 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 3,944 1.49 

三井生命保険株式会社 

(常任代理人 日本トラスティ・ 

サービス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区大手町一丁目２番３号 

(東京都中央区晴海１丁目８番11号) 
3,654 1.38 

計 ― 79,528 30.12 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 7,435 2.82 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 4,173 1.58 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 600 0.23 

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,060 0.40 



２ モルガン・スタンレー証券㈱（Morgan Stanley Japan Securities Co., Ltd.）から平成18年11月10日付で

提出された株券等の大量保有に関する変更報告書の写しにより同年10月31日付でモルガン・スタンレー証券

㈱（Morgan Stanley Japan Securities Co., Ltd.）、モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・イン

コーポレーテッド（Morgan Stanley & Co. Incorporated）、モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ

ー・インターナショナル・リミテッド（Morgan Stanley & Co. International Limited）、およびモルガ

ン・スタンレー・キャピタル（ルクセンブルグ）エス・エー（Morgan Stanley Capital （Luxembourg）

SA）がそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては、各社の平成

19年６月30日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

モルガン・スタンレー証

券株式会社（Morgan Sta

nley Japan Securitie

s Co., Ltd.） 

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号恵比寿ガーデンプ

レイスタワー 
3,345 1.27 

モルガン・スタンレー・

アンド・カンパニー・イ

ンコーポレーテッド（Mo

rgan Stanley & Co. Inc

orporated） 

1585 Broadway, New York, NY 10036 2,037 0.77 

モルガン・スタンレー・

アンド・カンパニー・イ

ンターナショナル・リミ

テッド（Morgan Stanle

y & Co. Internationa

l Limited） 

25 Cabot Square Canary Wharf London E14 4QA U.K. 3,131 1.19 

モルガン・スタンレー・

キャピタル（ルクセンブ

ルグ）エス・エー（Morg

an Stanley Capital （L

uxembourg）SA） 

8-10 rue Mathias Hardt, L-1717 Luxembourg 59 0.02 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「単元未満株式」の中には、東洋電化工業㈱所有の相互保有株式２株および当社実所有の自己株式972株が

含まれております。なお、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式（名義書換失

念株）が565株あります。 

２ 「完全議決権株式（その他）」および「単元未満株式」の中には、証券保管振替機構名義の株式が26千株

（議決権26個）および634株含まれており、株主名簿上は当社子会社鶴見曹達㈱名義となっているが実質的

には所有していない株式が１千株（議決権１個）および817株含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注） このほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式（名義書換失念株）２千株が、

上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

2,831,000 

― 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

（相互保有株式） 

普通株式 

369,000 

― 同上 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

256,295,000 
256,295 同上 

単元未満株式 
普通株式 

4,497,598 
― ― 

発行済株式総数 263,992,598 ― ― 

総株主の議決権 ― 256,295 ― 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

東亞合成㈱ 

東京都港区西新橋 

一丁目14番１号 
2,831,000 ― 2,831,000 1.07 

（相互保有株式） 

東洋電化工業㈱ 

高知市萩町 

二丁目２番25号 
369,000 ― 369,000 0.14 

計 ― 3,200,000   3,200,000 1.21 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 471 510 493 493 489 487 

最低（円） 426 445 446 447 452 455 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日

まで）および当中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間連結財務諸表ならびに前中

間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）および当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年

６月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金および預金     11,091 8,413   14,213 

２ 受取手形および 

  売掛金 
※３   46,223 47,920   49,214 

３ 有価証券     2 －   2 

４ たな卸資産     15,948 17,856   17,333 

５ 短期貸付金     8,999 148   9,315 

６ 繰延税金資産     980 788   603 

７ その他の流動 

  資産 
    1,241 1,402   2,074 

  貸倒引当金     △3,377 △158   △3,165 

流動資産合計     81,108 43.6 76,371 40.4   89,592 45.8

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※１ 
※２ 

        

(1) 建物および 

  構築物 
    23,540 23,152   23,401 

(2) 機械装置および 

  運搬具 
    23,688 25,555   25,418 

(3) 工具器具備品     3,603 3,642   3,938 

(4) 土地     18,338 17,864   17,862 

(5) 建設仮勘定     4,776 1,684   2,276 

有形固定資産合計     73,946 39.6 71,898 38.1   72,897 37.3

２ 無形固定資産           

(1) のれん ※４   － 1,314   1,156 

(2) その他の無形 

  固定資産 
    864 1,050   1,074 

無形固定資産合計     864 0.5 2,364 1.3   2,230 1.1

３ 投資その他の 

  資産 
          

(1) 投資有価証券     26,504 27,840   26,816 

(2) 長期貸付金     243 188   227 

(3) 固定化債権 ※５   － 9,007   － 

(4) 前払年金費用     － 128   － 

(5) 繰延税金資産     278 264   262 

(6) その他の投資 

  その他の資産 
    3,379 3,870   3,685 

  貸倒引当金     △111 △3,114   △105 

投資その他の資産 
合計 

    30,293 16.3 38,185 20.2   30,886 15.8

固定資産合計     105,105 56.4 112,449 59.6   106,014 54.2

資産合計     186,213 100.0 188,820 100.0   195,607 100.0 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形および 

  買掛金 
※３   20,504 19,793   21,204 

２ 短期借入金 ※２   5,578 4,928   14,375 

３ １年内返済予定 

  の長期借入金 
※２   － 10,170   － 

４ １年内償還予定 

  の社債 
    5,000 －   － 

５ コマーシャル 

  ペーパー 
    8,000 4,000   15,000 

６ 未払法人税等     1,203 2,553   1,837 

７ 繰延税金負債     4 16   3 

８ 賞与引当金     626 615   225 

９ 役員賞与引当金     － －   26 

10 その他の流動 

  負債 
※３   9,219 8,267   7,973 

流動負債合計     50,137 26.9 50,345 26.7   60,646 31.0

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２   16,429 9,599   10,657 

２ 繰延税金負債     3,404 3,465   3,623 

３ 退職給付引当金     1,454 817   1,151 

４ 役員退職慰労 

  引当金 
    153 148   153 

５ 負ののれん ※４   703 －   － 

６ その他の固定 

  負債 
    2,556 2,673   2,461 

固定負債合計     24,701 13.3 16,704 8.8   18,048 9.2

負債合計     74,839 40.2 67,050 35.5   78,694 40.2

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     20,886 11.2 20,886 11.1   20,886 10.7

２ 資本剰余金     15,068 8.1 15,071 8.0   15,069 7.7

３ 利益剰余金     56,859 30.5 62,566 33.1   59,717 30.5

４ 自己株式     △573 △0.3 △678 △0.4   △624 △0.3

株主資本合計     92,240 49.5   97,845 51.8   95,048 48.6 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券 

  評価差額金 
    8,687 4.7 9,912 5.3   8,418 4.3

２ 繰延ヘッジ損益     12 0.0 14 0.0   8 0.0

３ 為替換算調整 

  勘定 
    △253 △0.1 620 0.3   395 0.2

評価・換算差額等
合計 

    8,446 4.6   10,547 5.6   8,822 4.5 

Ⅲ 少数株主持分     10,687 5.7   13,376 7.1   13,042 6.7 

純資産合計     111,374 59.8   121,770 64.5   116,913 59.8 

負債純資産合計     186,213 100.0   188,820 100.0   195,607 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     75,055 100.0   79,066 100.0   155,804 100.0 

Ⅱ 売上原価     54,140 72.1   57,057 72.2   111,799 71.8 

売上総利益     20,915 27.9   22,008 27.8   44,005 28.2 

Ⅲ 販売費および一般管
理費 

                    

販売費 ※１ 9,814     10,114     20,196     

一般管理費 ※２ 5,441 15,256 20.4 5,433 15,547 19.6 10,857 31,054 19.9 

営業利益     5,658 7.5   6,460 8.2   12,950 8.3 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   82     96     176     

２ 受取配当金   206     272     332     

３ 負ののれん 

  償却額 
  320     158     559     

４ 持分法による 

  投資利益 
  263     283     583     

５ 為替差益   －     250     －     

６ 固定資産賃貸料   124     103     －     

７ 雑収入   166 1,164 1.6 187 1,353 1.7 558 2,209 1.4 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   170     216     363     

２ 為替差損   －     －     378     

３ 環境整備費   99     89     164     

４ 遊休設備費   －     127     －     

５ 雑支出   242 512 0.7 173 607 0.8 649 1,556 1.0 

経常利益     6,309 8.4   7,205 9.1   13,603 8.7 

Ⅵ 特別利益                     

１ 投資有価証券 

  売却益 
  －     213     617     

２ 貸倒引当金 

  取崩益 
  11     －     307     

３ 製造権譲渡益   －     226     －     

４ 持分変動差益   － 11 0.0 － 439 0.6 1,205 2,130 1.4 

Ⅶ 特別損失                     

１ 固定資産処分損 ※３ 136     202     496     

２ 貸倒引当金 

  繰入額 
  －     21     －     

３ 債務保証引受 

  による損失 
  91     －     91     

４ 減損損失 ※４ － 227 0.3 － 223 0.3 1,623 2,211 1.4 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    6,093 8.1   7,421 9.4   13,522 8.7 

法人税、住民税およ
び事業税 

  1,564     3,070     3,923     

法人税等調整額   1,107 2,671 3.5 78 3,148 4.0 1,933 5,857 3.7 

少数株主利益     298 0.4   443 0.6   703 0.5 

中間（当期）純利益     3,122 4.2   3,828 4.8   6,961 4.5 



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

     前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金  自己株式  株主資本合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
20,886 15,063 54,644 △550 90,044 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △1,045   △1,045 

取締役賞与     △29   △29 

中間純利益     3,122   3,122 

自己株式の取得       △46 △46 

自己株式の処分   4   22 27 

連結子会社の増加     166   166 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

          

中間連結会計期間中の変動額 

合計（百万円） 
－ 4 2,214 △23 2,196 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
20,886 15,068 56,859 △573 92,240 

 

評価・換算差額等  少数株主持分  純資産合計 

その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

   

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
9,697 － △239 9,457 10,309 109,811 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当         △77 △1,123 

取締役賞与         △3 △32 

中間純利益         298 3,421 

自己株式の取得           △46 

自己株式の処分           27 

連結子会社の増加         142 309 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

△1,010 12 △13 △1,011 17 △993 

中間連結会計期間中の変動額 

合計（百万円） 
△1,010 12 △13 △1,011 377 1,563 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
8,687 12 △253 8,446 10,687 111,374 



     当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金  自己株式  株主資本合計 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
20,886 15,069 59,717 △624 95,048 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △979   △979 

中間純利益     3,828   3,828 

自己株式の取得       △55 △55 

自己株式の処分   1   1 3 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

          

中間連結会計期間中の変動額 

合計（百万円） 
－ 1 2,849 △53 2,797 

平成19年６月30日 残高 

（百万円） 
20,886 15,071 62,566 △678 97,845 

 

評価・換算差額等  少数株主持分  純資産合計 

その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

   

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
8,418 8 395 8,822 13,042 116,913 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当           △979 

中間純利益           3,828 

自己株式の取得           △55 

自己株式の処分           3 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

1,494 6 225 1,725 334 2,059 

中間連結会計期間中の変動額 

合計（百万円） 
1,494 6 225 1,725 334 4,857 

平成19年６月30日 残高 

（百万円） 
9,912 14 620 10,547 13,376 121,770 



     前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金  自己株式  株主資本合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
20,886 15,063 54,644 △550 90,044 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     △2,025   △2,025 

取締役賞与     △29   △29 

当期純利益     6,961   6,961 

自己株式の取得       △98 △98 

自己株式の処分   6   23 30 

連結子会社の増加     166   166 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計

（百万円） 
－ 6 5,073 △74 5,004 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
20,886 15,069 59,717 △624 95,048 

 

評価・換算差額等  少数株主持分  純資産合計 

その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

   

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
9,697 － △239 9,457 10,309 109,811 

連結会計年度中の変動額            

剰余金の配当         △171 △2,197 

取締役賞与         △3 △32 

当期純利益         703 7,665 

自己株式の取得           △98 

自己株式の処分           30 

連結子会社の増加         2,148 2,315 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
△1,278 8 635 △635 54 △580 

連結会計年度中の変動額合計

（百万円） 
△1,278 8 635 △635 2,732 7,102 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
8,418 8 395 8,822 13,042 116,913 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

  

前中間連結会計期間 

   

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日）

  

当中間連結会計期間 

   

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の要約 

連結キャッシュ・フロー

計算書 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日）

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   6,093 7,421 13,522 

減価償却費   4,025 4,410 8,467 

減損損失   ― ― 1,623 

負ののれん償却額   △320 △158 △559 

貸倒引当金の増加額（△減少額)   2 2 △222 

退職給付引当金の減少額   △387 △462 △747 

その他引当金の増加額   417 358 4 

受取利息および受取配当金   △289 △369 △508 

支払利息   170 216 363 

為替差損益   20 △55 556 

持分法による投資利益   △263 △283 △583 

持分変動差益   ― ― △1,205 

製造権譲渡益   ― △226 ― 

投資有価証券売却益   ― △213 △617 

固定資産処分損   136 202 496 

売上債権の減少額   2,219 1,384 651 

たな卸資産の増加額   △1,149 △436 △2,044 

仕入債務の減少額   △404 △1,500 △951 

未払費用の増加額   1,492 1,384 ― 

取締役賞与の支払額   △32 ― △32 

その他（資産、負債）の増減額   △663 447 △728 

小計   11,067 12,122 17,485 

利息および配当金の受取額   527 696 972 

利息の支払額   △176 △217 △370 

法人税等の支払額   △3,809 △2,255 △5,310 

債務保証の履行による支出   △1,176 ― △1,176 

営業活動によるキャッシュ・フロー   6,430 10,345 11,600 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   0 0 △1 

投資有価証券の取得による支出   △105 △13 △922 

投資有価証券の売却による収入   ― 310 713 

有形固定資産の取得による支出   △3,754 △3,898 △9,225 

有形固定資産の売却による収入   122 12 117 

製造権譲渡による収入   ― 226 ― 

短期貸付金増減額   △17 160 △332 

長期貸付による支出   ― ― △27 

長期貸付金の回収による収入   49 39 90 

新規連結子会社株式の取得による収入 ※２ ― ― 272 

その他の投資活動による収支   △329 △494 △779 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △4,035 △3,659 △10,093 

 



    

  

前中間連結会計期間 

   

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日）

  

当中間連結会計期間 

   

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の要約 

連結キャッシュ・フロー

計算書 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日）

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金増減額   376 122 583 

コマーシャルペーパーの純増減額   △1,000 △11,000 6,000 

長期借入による収入   ― ― 3,300 

長期借入金の返済による支出   △1,401 △491 △1,892 

社債の償還による支出   ― ― △5,000 

自己株式の売却による収入   27 3 30 

自己株式の取得による支出   △46 △55 △98 

連結子会社の自己株式の取得による支出   ― ― △0 

リース債務の返済による支出   △78 0 △146 

親会社による配当金の支払額   △1,043 △979 △2,021 

少数株主への配当金の支払額   △74 △127 △171 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △3,240 △12,528 583 

Ⅳ 現金および現金同等物に係る換算差額   △95 39 91 

Ⅴ 現金および現金同等物の増加額（△減少額）   △940 △5,803 2,181 

Ⅵ 現金および現金同等物の期首残高   11,440 14,186 11,440 

Ⅶ 新規連結に伴う現金および現金同等物の増加額   564 ― 564 

Ⅷ 現金および現金同等物の中間期末（期末）残高 ※１  11,064 8,382 14,186 

      



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項       

(1）連結子会社 22社 主要な連結子会社は、アロ

ン化成㈱、鶴見曹達㈱であ

ります。なお、前連結会計

年度まで非連結子会社であ

りました張家港東亞迪愛生

化学有限公司、トウアゴウ

セイ・ホンコン・リミテッ

ド、東亞合成(珠海)有限公

司につきましては、重要性

が増加したことにより、当

中間連結会計期間より連結

子会社に含めることにいた

しました。 

22社 主要な連結子会社は、アロ

ン化成㈱、鶴見曹達㈱であ

ります。 

 22社 連結子会社は、「第１企

業の概況」の４関係会社の

状況に記載のとおりです。 

なお、当連結会計年度にお

いて、張家港東亞迪愛生化

学有限公司、トウアゴウセ

イ・ホンコン・リミテッ

ド、東亞合成(珠海)有限公

司、ＭＴアクアポリマー㈱

が連結子会社となりまし

た。また、トウアゴウセ

イ・アジア・ピーティーイ

ー・リミテッドは清算結了

したことにより、連結の範

囲から除外しております。

ただし、同社の清算結了時

までの損益計算書について

は連結しております。 

(2）非連結子会社 主要な非連結子会社は東亞建装

㈱、㈱ＴＧサポートであります。 

同左  ５社 主要な非連結子会社は東

亞建装㈱、㈱TGサポートで

あります。 

(3）非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由 

非連結子会社の総資産の合計額、

売上高の合計額、中間純損益の合

計額および利益剰余金等の合計額

は、全体として中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしておりませ

ん。 

同左 非連結子会社の総資産の合計額、

売上高の合計額、当期純損益の合

計額および利益剰余金等の合計額

は、全体として連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしておりません。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

      

(1）持分法適用会社 関連会社１社、パートナーシップ

１社 

中部液酸㈱ 

エルマーズ・アンド・トウアゴ

ウセイ・カンパニー 

同左 同左 

(2）持分法非適用会社 主要な持分法非適用会社は東洋電

化工業㈱であります。 

同左 非連結子会社 ５社 

関連会社   11社 

  東洋電化工業㈱ほか 

(3）持分法非適用会社につ

いて持分法を適用しな

い理由 

中間連結純損益および利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がありま

せん。 

同左 これらの会社は、それぞれ連結純

損益および利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がありません。 

３ 連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

連結子会社のうち、アロン化成㈱

の中間会計期間末日は９月30日で

すが、中間連結財務諸表作成の基

礎となる中間財務諸表を作成する

ための決算を行っております。 

同左 連結子会社のうち、アロン化成㈱

の決算日は３月31日ですが、連結

財務諸表作成の基礎となる財務諸

表を作成するための決算を行って

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

および評価方法 

① たな卸資産 

 主として移動平均法による原

価法 

① たな卸資産 

同左 

① たな卸資産 

同左 

  ② 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

 償却原価法 

② 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

同左 

② 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

同左 

  ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日前１ヵ月の

市場価格等の平均に基づく

時価法 

(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定) 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日前１ヶ月の

市場価格等の平均に基づく

時価法 

同左 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日前１ヶ月の市場価格

等の平均に基づく時価法 

  

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ③ デリバティブ取引 

 時価法 

③ デリバティブ取引 

同左 

③ デリバティブ取引 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

当社および連結子会社14社は定

額法、他の５社は定率法によっ

ております。 

  

  

  

  

なお、主な耐用年数は以下の通

りであります。 

建物および構築物 

３～75年 

機械装置および運搬具 

２～17年 

工具器具備品 

２～20年 

① 有形固定資産 

当社および連結子会社14社は定

額法、他の６社は定率法によっ

ております。ただし、定率法を

採用している連結子会社は平成

10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）は定額法

によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物および構築物 

２～75年 

機械装置および運搬具 

２～17年 

工具器具備品 

２～20年 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、平成19

年４月１日以降に取得した有形

固定資産の減価償却の方法につ

いては、改正後の法人税法の定

めと同一の基準による方法に変

更しております。 

なお、この変更による損益に与

える影響は軽微であります。 

① 有形固定資産 

当社および連結子会社14社は定

額法、他の６社は定率法によっ

ております。 

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

  

  

  

───── 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるた

め、連結子会社５社は、支給見

込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるた

め、連結子会社６社は、支給見

込額を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  ③     ───── 

  

  

  

  

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末において

発生していると認められる退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会計期

間末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

③     ───── 

  

  

  

  

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末において

発生していると認められる退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会計期

間末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

年金資産見込額が退職給付債務

見込額に未認識数理計算上の差

異を加減した額を下回る場合に

は、当該差異を退職給付引当金

として計上し、上回る場合には

当該超過額を前払年金費用とし

て計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

役員賞与の支給に充てるため、

当社および連結子会社２社は、

当連結会計年度末における支給

見込額を計上しております。 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末において

発生していると認められる退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

  数理計算上の差異については、

当社においては、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間（14

年から15年）に渡る定額法によ

り翌連結会計年度から費用処理

しております。原則法を採用し

ている連結子会社２社において

は、平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年もしくは10年）

に渡る定額法により翌連結会計

年度から費用処理しておりま

す。 

また、当社が平成16年４月１日

付で退職年金支給規則および退

職手当支給規則を改訂したこと

により、過去勤務債務（債務の

減額）が発生しており、発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（14年）

による定額法により費用処理し

ております。連結子会社１社に

おいては、平成17年４月１日付

で退職年金支給規則および社員

退職慰労金規定を改訂したこと

により、過去勤務債務（債務の

減額）が発生しており、発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理し

ております。 

数理計算上の差異については、

当社においては、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間（13

年から15年）に渡る定額法によ

り翌連結会計年度から費用処理

しております。原則法を採用し

ている連結子会社２社において

は、平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年もしくは10年）

に渡る定額法により翌連結会計

年度から費用処理しておりま

す。 

同左 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に充て

るため、当社および連結子会社

４社の役員については、内規に

基づいて計算した当中間連結会

計期間末要支給額を計上してお

ります。 

なお、当社および連結子会社４

社は、内規の改訂に伴い、役員

に対する退職慰労金制度が廃止

されたため、内規上の経過措置

から生じる要支給額のみを計上

しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に充て

るため、当社および連結子会社

４社の役員については、内規に

基づいて計算した当連結会計年

度末要支給額を計上しておりま

す。 

なお、当社および連結子会社４

社は、内規の改訂に伴い、役員

に対する退職慰労金制度が廃止

されたため、内規上の経過措置

から生じる要支給額のみを計上

しております。 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連結会計

年度末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

  なお、在外子会社等の資産および

負債並びに収益および費用は、中

間連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定

および少数株主持分に含めており

ます。 

なお、在外子会社等の資産および

負債ならびに収益および費用は、

中間連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘

定および少数株主持分に含めてお

ります。 

なお、在外子会社等の資産および

負債ならびに収益および費用は、

連結会計年度末日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整

勘定および少数株主持分に含めて

おります。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、特例処理の要件

を満たす金利スワップについて

は特例処理を、振当処理の要件

を満たす為替予約取引について

は振当処理を採用しておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

  ｂ ヘッジ手段：為替予約取引 

ヘッジ対象：外貨建金銭債

権 

ｂ ヘッジ手段：為替予約取引 

ヘッジ対象：外貨預金およ

び外貨建金銭

債権債務 

ｂ ヘッジ手段：為替予約取引 

ヘッジ対象：外貨建金銭債

権債務 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  ③ ヘッジ方針 

借入金に係る金利について変

動・固定変換をすることによ

り、金利変動リスク回避、資金

調達コスト低減化およびキャッ

シュ・フロー固定化のために、

金利スワップ取引を実施してお

ります。 

また、外貨建金銭債権について

為替レートの変動を回避するた

めに、為替予約取引を実施して

おります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

  

  

また、外貨預金および外貨建金

銭債権債務について為替レート

の変動を回避するために、為替

予約取引を実施しております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

  

  

また、外貨建金銭債権について

為替レートの変動を回避するた

めに、為替予約取引を実施して

おります。 

  なお、当該取引は、この方針に

基づき財務経理担当役員の個別

取引毎の決裁を得て、財務経理

担当部門が実行し、毎月ポジシ

ョン・損益状況を管理しており

ます。 

 同左  同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の相場

変動またはキャッシュ・フロー

総額の変動額の割合の相関関係

を求めることにより、有効性の

評価を行っております。 

なお、特例処理によっている金

利スワップおよび振当処理によ

っている為替予約取引について

は、有効性の評価を省略してお

ります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金および現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金および容易に換金

可能であり、かつ価格の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金および現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能

であり、かつ価格の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）および

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は100,674百万円でありま

す。 

 なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間

における中間連結貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

───── 

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

 

  

  

  

─────  

(役員賞与に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）

を適用し、発生時に費用処理して

おります。これにより、従来の方

法に比べ、一般管理費が26百万円

増加し、営業利益、経常利益およ

び税金等調整前当期純利益がそれ

ぞれ同額減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える

影響は、セグメント情報の注記に

記載しております。 

(貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）および「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は103,862百万円でありま

す。 

 なお、連結財務諸表規則の改正

により、当連結会計年度における

連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

  

(企業結合に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、「企業結

合に係る会計基準」（「企業結合

に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成15

年10月31日））および「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計

基準第７号 平成17年12月27日）

ならびに「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準適用指針第

10号 平成17年12月27日）を早期

適用しております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

（中間連結損益計算書関係） 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「雑収入」

に含めていた「固定資産賃貸料」（前中間連結会計期間

60百万円）は、営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め、当中間連結会計期間より区分掲記いたしました。 

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間末において流動負債の「短期借入

金」に含めていた「１年内返済予定の長期借入金」（前

中間連結会計期間末982百万円）は、負債純資産合計額の

100分の５を超えたため、当中間連結会計期間末より区分

掲記いたしました。 

（中間連結損益計算書関係） 

 前中間連結会計期間において営業外費用の「雑支出」

に含めていた「遊休設備費」（前中間連結会計期間39百

万円）は、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、

当中間連結会計期間より区分掲記いたしました。 



追加情報 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

会社分割による高分子凝集剤事

業の統合について 

１．会社分割の目的 

 本会社分割により、当社と三井

化学アクアポリマー株式会社がそ

れぞれ行っております高分子凝集

剤事業を統合して、生産・販売・

研究の一体運営により今後予測さ

れる競業他社との競争激化および

市場の国際化に対応できる事業体

質への転換を図ることを目的とし

ております。 

２．会社分割の要旨 

（１）会社分割の方式 

 機動的な事業統合を実現するた

め、法的手続きの簡便さやスケジ

ュールの観点から当社を分割会社

とし、三井化学アクアポリマー株

式会社を承継会社とする、簡易分

割による吸収分割方式を採用いた

します。 

（２）日程 

分割契約書締結 平成18年６月26

日 

分割契約書承認株主総会    

会社法第784条第３項により株主

総会の承認を得ずに分割します。 

分割期日 平成18年10月１日（予

定） 

分割登記 平成18年10月１日（予

定） 

（３）株式の割当 

①割当株式数 

 三井化学アクアポリマー株式会

社が会社分割に際して発行する普

通株式114,490株の全数を当社に

割当交付いたします。割当交付す

る株式数の算定根拠となった当社

と承継会社の対象事業の価値比率

は以下の通りです。 

②価値比率の算定根拠 

 上記価値比率は、東亞合成株式

会社と三井化学アクアポリマー株

式会社がそれぞれ、第三者機関に

よる価値評価を依頼し、その算定

結果について各社が慎重に検討し

て、両社で協議の上、決定したも

のです。 

③配当起算日 

 新株の配当起算日は、分割期日

（平成18年10月１日を予定）とな

ります。 

  

承継会社の

全発行済株

式の価値 

承継対象事

業の価値 

価値比率 1 1.0408

─────  ─────  

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  （４）分割により変動する資本の

額等 

 本会社分割により、当社の資本

金および資本準備金の額の変動は

ありません。また、三井化学アク

アポリマー株式会社は資本金の額

の変動はありませんが、資本準備

金の額は当社から承継する資産の

額から承継する負債の額を控除し

た額が増加することとなります。 

（５）分割交付金 

 分割交付金の支払はありませ

ん。 

（６）承継会社が承継する権利義

務の内容 

 本会社分割により三井化学アク

アポリマー株式会社は、当社から

高分子凝集剤に属する資産および

負債ならびに当該事業に付随する

権利、義務、契約上の地位を承継

いたします。ただし、当社は、本

事業統合後の承継会社に対してそ

の事業遂行に必要な人員を当社に

在籍のまま出向させるものとし、

当社の従業員を承継会社へ移籍さ

せることはないものとします。 

   

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  （７）債務の履行見込み 

 本会社分割により、当社および

三井化学アクアポリマー株式会社

が負担すべき債務の履行の見込み

に問題はないと判断しておりま

す。 

（８）承継会社に新たに就任予定

の役員 

代表取締役社長 北野 豊彦 

（東亞合成株式会社上席執行役員 

凝集剤事業統合チームリーダー） 

代表取締役副社長 細谷 好夫 

（三井化学アクアポリマー株式会

社代表取締役社長） 

３．承継会社（三井化学アクアポ

リマー株式会社）の概要 

※三井化学アクアポリマー株式会

社の数値は 

平成18年３月31日現在のもので

す。 

  承継会社 

商号 
 三井化学アクアポリ

マー株式会社  

事業内容 

 水処理薬品および水

溶性の合成樹脂の製

造・販売等  

設立年月日  昭和42年５月10日 

本店所在地 
 東京都中央区日本橋

室町四丁目４番10号 

代表者 
 代表取締役社長  

 細谷 好夫 

資本金  460百万円 

発行済株式

総数 
 110,000株 

株主資本  1,387百万円 

総資産  2,674百万円 

決算期  ３月31日 

従業員数  22名  

主要

取引

先 

仕入

先 
 三井化学㈱ 他  

販売

先 

 伊藤忠ケミカルフロ

ンティア㈱ 他  

大株主およ

び持株比率 

 三井化学㈱ 

            100.00% 

主要取引銀

行 

 ㈱三井住友銀行 

 ㈱みずほコーポレー

ト銀行  

   

当社との関

係 

 

 

 資本関係：資本関係

はありません。 

 人的関係：人的関係

はありません。 

 取引関係：製品の販

売はあります。 

   

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  最近３決算期間の業績（承継会社

（三井化学アクアポリマー株式会

社））    (単位 百万円) 

 (*) 当該事業開始15年10月１日よ

り16年３月31日までの半期分のみ。

４．本事業統合における会社分割

の内容 

（１）会社分割部門の内容 

 当社のアクリル事業部が営む高

分子凝集剤事業 

（２）会社分割部門の平成17年12

月期における売上高       

（単位 百万円） 

（３）会社分割部門の平成17年12

月期における資産・負債の項目お

よび金額 

（単位 百万円） 

５．会社分割後の承継会社の商号 

 三井化学アクアポリマー株式会社

は、会社分割の期日と同日に社名を

ＭＴアクアポリマー株式会社に変更

します。 

６．会社分割後の当社の状況 

 商号、事業内容、本店所在地、代

表者、資本金および決算期の変更は

ありません。 

決算期 

16年 

3月期

(*) 

17年 

3月期 

  

18年 

3月期

  

売上高 2,161 4,796 5,035

営業利益 197 605 617

経常利益 187 598 611

当期純利

益 
98 358 361

１株当た

り 当期

純利益

(円） 

891 3,255 3,282

１株当た

り 配当

金（円） 

0 600 2,500

１株当た

り 純資

産（円） 

9,363 12,617 15,300

  
分割部門

(a) 

当社平成

17年12月

期実績

(b) 

比率

（a/b）

売上高 5,529 79,466 6.96%

 資産 負債  

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動

資産 
2,911

流動

負債 
765

固定

資産 
755

固定

負債 
64

合計 3,666 合計 829

   

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

有形固定資産の減価償却の方法 ─────   連結子会社のうち１社は３

月期決算会社であるため、当

中間連結会計期間より、法人

税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形

固定資産のうち償却可能限度

額まで償却が完了しているも

のについては、残存簿価を５

年間で均等償却しておりま

す。 

この結果、従来の方法に比

べ、当中間連結会計期間の減

価償却費は52百万円増加し、

営業利益、経常利益および税

金等調整前中間純利益がそれ

ぞれ減少しております。 

─────  

役員賞与引当金 ─────   前連結会計年度において、

役員賞与の支給に充てるた

め、当社および連結子会社２

社は、支給見込額を計上して

おりましたが、役員報酬制度

の見直しに伴い、当中間連結

会計期間より役員賞与引当金

を計上しておりません。 

─────  

固定化債権について ─────   従来、流動資産の「短期貸

付金」に計上しておりました

短期貸付金のうち、一部の貸

付金の返済が長期に渡り、一

年内の回収が困難であること

が見込まれるため、中間連結

財務諸表規則第24条において

準用する財務諸表等規則第15

条第12項および財務諸表等規

則第31条第４項に従い、投資

その他の資産の「固定化債

権」に90億７百万円計上する

ことといたしました。この処

理に伴い、当該貸付金に対す

る貸倒引当金も流動資産の

「貸倒引当金」から投資その

他の資産の「貸倒引当金」に

30億１千５百万円計上してお

ります。 

─────  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度末 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

１ ※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

175,387百万円 

１ ※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

       176,211百万円

１ ※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

      174,427百万円
  ※２ 担保提供資産   ※２ 担保提供資産   ※２ 担保提供資産 
 

担保資産 
担保に対応する 

債務 

種類 
期末簿価 
(百万円) 

担保権 
の種類 

内容 
期末残高 
(百万円) 

建物 
および 
構築物 

7,555 
工場財
団 

長期借
入金 

697 

機械 
装置 
および 
運搬具 

11,547 〃     

工具器 
具備品 

816 〃     

土地 4,802 〃     

計 24,722   計 697 

 
担保資産 

担保に対応する 
債務 

種類 
期末簿価 
(百万円) 

担保権 
の種類 

内容 
期末残高 
(百万円) 

建物 
および 
構築物 

7,215 
工場財
団 

長期借
入金 

663 

機械 
装置 
および 
運搬具 

12,682 〃     

工具器 
具備品 

857 〃     

土地 4,802 〃     

計 25,557   計 663 

 
担保資産 

担保に対応する 
債務 

種類 
期末簿価
(百万円) 

担保権 
の種類 

内容 
期末残高
(百万円) 

建物 
および 
構築物 

7,341 
工場財
団 

長期借
入金 

680 

機械 
装置 
および 
運搬具 

12,352 〃     

工具器
具備品 

846 〃     

土地 4,802 〃     

計 25,343   計 680 

  注 長期借入金には１年内返済予

定額（34百万円）を含んでお

ります。 

  注 長期借入金には１年内返済予

定額（534百万円）を含んでお

ります。 

  注 長期借入金には１年内返済予

定額（34百万円）を含んでお

ります。 
  ※３     ─────   ※３ 期末日満期手形および期末

日確定期日現金決済（手形

と同条件で手形期日に現金

決済する方式）の会計処理

は、満期日に決済が行われ

たものとして処理しており

ます。当中間連結会計期間

末日が休日でありましたた

め、次のとおり、期末日満

期手形および期末日確定期

日現金決済分が中間連結会

計期間末残高より除かれて

おります。 

  ※３ 期末日満期手形および期末

日確定期日現金決済（手形

と同条件で手形期日に現金

決済する方式）の会計処理

は、満期日に決済が行われ

たものとして処理しており

ます。当連結会計年度期末

日が休日でありましたた

め、次のとおり、満期手形

および期末日確定期日決済

分が期末残高より除かれて

おります。 

      受取手形 

および売

掛金 

     5,501百万円

支払手形 

および買

掛金 

      2,785 

その他の 

流動負債 
395  

  受取手形 

および売

掛金 

     5,690百万円

支払手形 

および買

掛金 

      2,654 

その他の 

流動負債 
879  

  ※４     ─────   ※４ のれんおよび負ののれん  

   のれんおよび負ののれん

は、両者を相殺した差額を

表示しております。 

 なお、相殺前ののれんお

よび負ののれんの総額は次

のとおりであります。 

  ※４ のれんおよび負ののれん  

     のれんおよび負ののれん

は、両者を相殺した差額を

表示しております。 

 なお、相殺前ののれんお

よび負ののれんの総額は次

のとおりであります。 
      のれん 1,378 百万円

負ののれん △64 百万円

差引  1,314 百万円

  のれん 1,541 百万円

負ののれん △384 百万円

差引  1,156 百万円

  ※５     ─────   ※５ 固定化債権は、短期貸付金

のうち、貸付金の回収が長

期に渡ると見込まれる債権

であります。 

  ※５     ───── 

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度末 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

２ 偶発債務 保証債務 ２ 偶発債務 保証債務 ２ 偶発債務 保証債務 
 

北陸液酸工業㈱ 
銀行借入

保証 
526百万円

ヴイテック㈱ 〃 410 

㈱テンズ 〃 57 

従業員 〃 15 

㈱スワンガスセン

ター 
〃 8 

東海共同発電㈱ 〃 6 

計   1,023 

 

北陸液酸工業㈱ 

金融機関

等借入保

証 

   413百万円

ヴイテック㈱ 〃 140 

㈱テンズ 〃 52 

従業員 〃 13 

東海共同発電㈱ 〃 0 

計   620 

 

北陸液酸工業㈱ 

金融機

関等借

入保証 

   469百万円

ヴイテック㈱ 〃 275 

㈱テンズ 〃 55 

従業員 〃 14 

東海共同発電㈱ 〃 6 

㈱スワンガスセン

ター 
〃 2 

計   822 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

※１ 販売費のうち主要な費目 ※１ 販売費のうち主要な費目 ※１ 販売費のうち主要な費目 

運送費 5,468百万円 

従業員給与 1,708   

退職給付費用 106   

減価償却費 77   

運送費 5,842百万円 

従業員給与 1,682   

退職給付費用 99   

減価償却費 135   

運送費       11,409百万円

従業員給与      3,380  

退職給付費

用 
 201   

減価償却費  169   

※２ 一般管理費のうち主要な費目 ※２ 一般管理費のうち主要な費目 ※２ 一般管理費のうち主要な費目 

従業員給与 2,017百万円 

減価償却費 539   

退職給付費用 98   

従業員給与 2,092百万円 

減価償却費 438   

退職給付費用 114   

従業員給与      3,976百万円 

減価償却費      1,084   

退職給付費用  197   

※３ 固定資産処分損の内訳 ※３ 固定資産処分損の内訳 ※３ 固定資産処分損の内訳 

機械装置および

運搬具 

82百万円 

建物および構築

物ほか 

54   

機械装置および

運搬具 

162百万円 

建物および構築

物ほか 

40   

機械装置および

運搬具 
 266百万円 

建物および構築

物ほか 
 230   

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

※４      ───── ※４      ───── ※４ 減損損失 

以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。 
      （単位 百万円）

  場所 用途 種類 減損損失

 
茨城県 

つくば市 
遊休資産 

土地お

よび建

物等 

1,051 

  名古屋市  遊休資産 
機械装

置等 
572 

  合計 1,623 

    （経緯およびグルーピング 

の方法） 

当社および各社は、遊休資産に

ついては個々の単位でグルーピ

ングしており、将来における具

体的な使用計画がないことおよ

び回収可能価額が帳簿価額を下

回るものについて、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失(1,623百万

円)として特別損失に計上して

おります。 

（減損損失の内訳） 

減損損失の内訳は、建物584百

万円、機械装置528百万円、土

地473百万円、他37百万円であ

ります。 

（回収可能価額の算定方法等） 

当連結会計年度に計上した減損

損失の測定における回収可能価

額は、正味売却価額により測定

しており、不動産鑑定評価基準

に基づく鑑定評価額等により算

出しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

     （注）１ 当中間連結会計期間増加株式数は、単元未満株式の買取によるものであります。 

        ２ 当中間連結会計期間減少株式数は、旧商法第210条ノ２第２項の規定に基づくストックオプション 

   （自己株式取得方式）の権利行使および単元未満株式の売却によるものであります。 

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当中間連結会計期
間増加株式数（千
株） 

当中間連結会計期
間減少株式数（千
株） 

当中間連結会計期
間末株式数（千
株） 

発行済株式         

普通株式 263,992 － － 263,992 

合計 263,992 － － 263,992 

自己株式         

普通株式 (注)１ ２ 2,628 85 106 2,607 

合計 2,628 85 106 2,607 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

 １株当たり 
 配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 

第93回定時株主総会 
普通株式 1,045 4.00 平成17年12月31日 平成18年３月31日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月４日 

取締役会 
普通株式 980  利益剰余金 3.75 平成18年６月30日 平成18年９月６日



当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

     （注）１ 当中間連結会計期間増加株式数は、単元未満株式の買取によるものであります。 

        ２ 当中間連結会計期間減少株式数は、単元未満株式の売却によるものであります。 

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当中間連結会計期
間増加株式数（千
株） 

当中間連結会計期
間減少株式数（千
株） 

当中間連結会計期
間末株式数（千
株） 

発行済株式         

普通株式 263,992 － － 263,992 

合計 263,992 － － 263,992 

自己株式         

普通株式 (注)１ ２ 2,719 119 7 2,831 

合計 2,719 119 7 2,831 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

 １株当たり 
 配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

第94回定時株主総会 
普通株式 979 3.75 平成18年12月31日 平成19年３月30日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年８月７日 

取締役会 
普通株式 1,044  利益剰余金 4.00 平成19年６月30日 平成19年９月６日



前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

     （注）１ 当連結会計年度増加株式数は、単元未満株式の買取によるものであります。 

        ２ 当連結会計年度減少株式数は、旧商法第210条ノ２第２項の規定に基づくストックオプション 

   （自己株式取得方式）の権利行使および単元未満株式の売却によるものであります。 

        ３ 当社は、平成13年３月29日開催の第88回定時株主総会決議により、平成13年４月24日付で旧商法 

    第210条ノ２第２項の規定に基づく自己株式取得方式によるストックオプション制度を採用して 

    おりました。 

         ①付与対象者の区分および人数 

          平成13年４月１日に在任した取締役（７名）、執行役員（15名）および在籍した従業員（56名） 

          ②株式の数 

          取締役 270,000株（累計）、執行役員 250,000株（累計）、従業員 280,000株（累計） 

          ③譲渡の価額 １株につき246円 

          ④権利行使期間  

   平成15年４月１日から平成18年３月31日まで 

           ※上記のうち、70名分760,000株が権利行使期間内に権利行使されました。 

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次へ 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 263,992 － － 263,992 

合計 263,992 － － 263,992 

自己株式         

普通株式 (注)１ ２ 2,628 203 112 2,719 

合計 2,628 203 112 2,719 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

 １株当たり 
 配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 

第93回定時株主総会 
普通株式 1,045 4.00 平成17年12月31日 平成18年３月31日

平成18年８月４日 

取締役会 
普通株式 980 3.75 平成18年６月30日 平成18年９月６日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

第94回定時株主総会 
普通株式 979  利益剰余金 3.75 平成18年12月31日 平成19年３月30日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 ※１ 現金および現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 ※１ 現金および現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※１ 現金および現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成18年６月30日） （平成19年６月30日） （平成18年12月31日） 

現金および預金勘定 11,091百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△29 

有価証券勘定に含まれる

現金同等物 
2 

現金および現金同等物 11,064 

    

現金および預金勘定      8,413百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△30 

有価証券勘定に含まれる

現金同等物 
― 

現金および現金同等物 8,382 

    

現金および預金勘定     14,213百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△29 

有価証券勘定に含まれる

現金同等物 
2 

現金および現金同等物 14,186 

    

  

 ―――― 

  

―――― 

 ※２ 株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産および負債の主な内訳 

   

  株式の取得により新たにＭＴアクアポリ

マー株式会社を連結したことに伴う連結開

始時の資産および負債の内訳ならびに同社

株式の取得価額と、同社株式取得による収

入（純額）との関係は次のとおりでありま

す。  

       

流動資産 2,423百万円

固定資産 783 

流動負債 △1,501 

固定負債 △68 

のれん 1,620 

少数株主持分 △802 

同社株式の取得価額 2,455 

会社分割により承継した

当社の資産および負債 
△2,479 

会社分割による取得価額

と同社株式の取得に要し

た額との差額 

24 

株式の取得に直接要した

費用 
35 

差引：現金支出を伴う取

得価額 

35 

現金および現金同等物 307 

 差引：同社株式取得に

よる収入 

272 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

および中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

および中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

および期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 
および運搬具 

338 195 142 

工具器具備品 531 294 236 

合計 869 490 378 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
および運搬具 

299 144 154

工具器具備品 526 237 289

合計 825 382 443

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置 
および運搬具 

406 239 166

工具器具備品 638 358 279

合計 1,044 598 446

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 （注） 同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 145百万円

１年超 233 

合計 378 

１年内    170百万円

１年超 272 

合計 443 

１年内    165百万円

１年超 280 

合計 446 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、有形固定資産の中間期末残

高等に占めるその割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。 

 （注） 同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高等に

占めるその割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損

損失 

支払リース料 92百万円

減価償却費相当額 92 

支払リース料   65百万円

減価償却費相当額 65 

支払リース料    189百万円

減価償却費相当額 189 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり 

  ません。 

１年内 96百万円

１年超 365 

合計 461 

  

 （減損損失について） 

  同左 

１年内   205百万円

１年超 444 

合計 650 

  

 （減損損失について） 

  同左 

１年内   238百万円

１年超 495 

合計 734 



（有価証券関係） 

 １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 ２ その他有価証券で時価のあるもの 

 ３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年６月30日） 

ヘッジ会計を適用していないデリバティブ取引はありません。 

当中間連結会計期間末（平成19年６月30日） 

ヘッジ会計を適用していないデリバティブ取引はありません。 

前連結会計年度末（平成18年12月31日） 

ヘッジ会計を適用していないデリバティブ取引はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年12月31日） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円）

時価 
（百万円）

差額 
（百万円）

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円）

社債 100 101 1 100 100 0 100 101 1 

合計 100 101 1 100 100 0 100 101 1 

  

前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年12月31日） 

取得原価 
（百万円）

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円）

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借
対照表 
計上額 

（百万円） 

差額 
（百万円）

株式 7,692 22,411 14,719 8,396 23,797 15,400 8,402 22,661 14,259 

その他 51 89 38 － － － 51 120 69 

合計 7,743 22,501 14,758 8,396 23,797 15,400 8,453 22,782 14,328 

 

前中間連結会計期間末 

（平成18年６月30日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年６月30日現在） 

前連結会計年度末 

（平成18年12月31日現在） 

中間連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

子会社および関連会社株式 2,162 2,270 2,186 

その他有価証券       

非上場株式 1,177 1,145 1,177 

その他 565 527 572 



（企業結合等関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

――――― ――――― （パーチェス法関係） 

１ 被取得企業の名称および事業の内

容、企業結合を行った主な理由、企

業結合日、企業結合の法的形式、取

得した議決権比率 

     (1)被取得企業の名称および事業の内

容 

 ＭＴアクアポリマー株式会社（平

成18年10月1日より三井化学アクア

ポリマー株式会社から商号を変更

しております。） 

 水処理薬品および水溶性の合成樹

脂の製造・販売等 

 (2)企業結合を行った主な理由 

 当社とＭＴアクアポリマー株式会

社が生産・販売・研究の一体運営

により今後予測される競業他社と

の競争激化および市場の国際化に

対応できる事業体質への転換を図

ることを目的としております。 

 (3)企業結合日 

 平成18年10月1日 

 (4)企業結合の法的形式 

 簡易分割による吸収分割 

 (5)取得した議決権比率 

 51% 

    ２ 連結財務諸表に含まれている被取

得企業の業績の期間 

平成18年10月１日から平成18年12月

31日 

    ３ 被取得企業の取得原価およびその

内訳 

    当社の高分子凝集

剤事業の資産 

3,135百万円

当社の高分子凝集

剤事業の負債 

△655百万円

株式取得に直接要

した費用 

   35百万円

被取得企業の取得

原価 

2,514百万円

 



前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

    ４ 発生したのれんの金額、発生原因、償

却方法および償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 1,620百万

円 

(2) 発生原因 

企業結合時の被取得企業の純資産(当

社持分)が同社事業の公正な時価(当社

持分)を下回ったため、その差額をの

れんとして認識しております。 

(3) 償却方法および償却期間 

発生日以後５年間で均等償却 

    ５ 企業結合日に受け入れた資産および引

き受けた負債の額ならびにその主な内訳 

(1) 資産の額 

(2) 負債の額 

流動資産 2,423百万円

固定資産   783百万円

合計 3,206百万円

流動負債 1,501百万円

固定負債    68百万円

合計 1,570百万円

    ６ 企業結合が連結会計年度の開始の日に

完了したと仮定した場合の当連結会計年

度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算

額 

売上高および損益情報 

（概算額の算定方法および重要な前提条

件） 

概算額の算定につきましては、三井化

学アクアポリマー株式会社の中間損益

計算書（平成18年4月1日から平成18年

9月30日）の月中平均額を連結会計年

度開始の日に遡って按分して算出した

ものであります。 

なお、連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額については、監査証明を受けて

おりません。 

売上高 4,174百万円

営業利益   528百万円

経常利益   527百万円

税金等調整前当期純利益   598百万円

当期純利益   175百万円

１株当たり当期純利益     67銭



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

≪前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度≫ 

 当社および連結子会社の事業区分については、「化学品事業」とこれに属さない「その他の事業」に分類した結果、全

セグメントの売上高の合計額および営業利益の合計額に占める「化学品事業」の割合がいずれも90％超となっておりま

す。また、当該セグメント以外に開示基準に該当するセグメントはありません。このため、事業の種類別セグメント情報

の記載を省略いたしました。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 （注）１ 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっておりますが、全セグメントの売上高の10％以上である

セグメントが存在しないため、日本以外の全てのセグメントを「日本以外」として一括表記しております。

２ 日本以外の区分に属する主な国または地域は以下のとおりであります。 

日本以外：アメリカ、シンガポール、台湾ほか 

３ 「消去または全社」に記載された金額の主な内容は、セグメント間の内部取引となります。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 （注）１ 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっておりますが、全セグメントの売上高の10％以上である

セグメントが存在しないため、日本以外の全てのセグメントを「日本以外」として一括表記しております。

２ 日本以外の区分に属する主な国または地域は以下のとおりであります。 

日本以外：アメリカ、シンガポール、中国、台湾ほか 

３ 「消去または全社」に記載された金額の主な内容は、セグメント間の内部取引となります。 

  
日本 

（百万円） 
日本以外 
（百万円） 

消去または全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高および営業損益         

売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 68,797 6,258 － 75,055 

(2）セグメント間の内部売上高 

または振替高 
1,218 2,587 △3,806 － 

計 70,016 8,845 △3,806 75,055 

営業費用 64,109 9,115 △3,827 69,397 

営業利益（または営業損失） 5,906 △269 21 5,658 

  
日本 

（百万円） 
日本以外 
（百万円） 

消去または全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高および営業損益         

売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 72,723 6,342 － 79,066 

(2）セグメント間の内部売上高 

または振替高 
999 1,955 △2,954 － 

計 73,722 8,297 △2,954 79,066 

営業費用 67,272 8,254 △2,921 72,605 

営業利益 6,450 42 △32 6,460 



４ 会計処理基準等の変更 

  (1)有形固定資産の減価償却の方法 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとお

り、当中間連結会計期間より、有形固定資産の減価償却の方法を改正後の法人税法の定めと同一の基準によ

る方法に変更しております。なお、この変更は「日本」に係わるものであり、損益に与える影響は軽微であ

ります。 

また、「追加情報」に記載のとおり、連結子会社のうち１社は３月期決算会社であるため、当中間連結会計

期間より、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産のうち償却可能限度額ま

で償却が完了しているものについては、残存簿価を５年間で均等償却しております。 

この結果、従来の方法に比べ、当中間連結会計期間の「日本」に係わる減価償却費は52百万円増加し、営業

利益が減少しております。 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっておりますが、全セグメントの売上高の10％以上である

セグメントが存在しないため、日本以外の全てのセグメントを「日本以外」として一括表記しております。

２ 日本以外の区分に属する主な国または地域は以下のとおりであります。 

日本以外：アメリカ、シンガポール、台湾 

３ 「消去または全社」に記載された金額および主な内容は、セグメント間の内部取引となります。 

４ 会計方針の変更 

 （役員賞与に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 （役員賞与に関する会計基準）」に記載のとお

り、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。この結果、従来の方法に比

べ、営業費用が26百万円増加し、営業利益は同額減少しております。 

なお、日本以外のセグメントに与える影響はありません。 

  
日本 

（百万円） 
日本以外 
（百万円） 

消去または全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高および営業損益         

売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 143,720 12,084 － 155,804 

(2）セグメント間の内部売上高 

または振替高 
2,468 4,009 △6,478 － 

計 146,188 16,094 △6,478 155,804 

営業費用 132,592 16,716 △6,455 142,853 

営業利益（または営業損失） 13,595 △621 △22 12,950 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 （注）１ 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

アジア：台湾、中国、インド、韓国 

北米 ：アメリカ 

欧州 ：ポーランド、ベルギー、フランス 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 （注）１ 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

アジア：中国、インド、台湾、韓国 

北米 ：アメリカ 

欧州 ：ベルギー、ポーランド、フランス 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

アジア：中国、台湾、インド、韓国 

北米 ：アメリカ 

欧州 ：フランス、ベルギー、ポーランド 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  アジア 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 6,707 2,265 1,135 883 10,991 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         75,055 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
8.9 3.0 1.5 1.2 14.6 

  アジア 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 9,114 1,673 1,144 329 12,261 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         79,066 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
11.5 2.1 1.5 0.4 15.5

  アジア 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 13,519 3,627 2,469 2,053 21,669 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         155,804 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
8.7 2.3 1.6 1.3 13.9



（１株当たり情報） 

（注） 

１ 当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため 

  記載しておりません。 

  

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

３ １株当たり中間（当期）純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、 

  以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 385.20円

１株当たり中間純利益 11.95円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
11.95円

１株当たり純資産額   415.05円

１株当たり中間純利益      14.66円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益
     －

１株当たり純資産額 397.56円

１株当たり当期純利益      26.64円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
     26.63円

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) － 121,770 － 

純資産の部の合計額から控除

する金額 
(百万円) － 13,376 － 

（うち少数株主持分）   (－) 13,376 (－) 

普通株式に係る中間期末（期

末）の純資産額 
(百万円) － 108,393 － 

１株当たり純資産額の算定に

用いられた普通株式の数 
（千株） － 261,160 － 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益 (百万円) 3,122 3,828 6,961 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － － － 

普通株式に係る中間（当期）

純利益 
(百万円) 3,122 3,828 6,961 

普通株式の期中平均株式数 （千株） 261,386 261,217 261,357 

          

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額 (百万円) － － － 

普通株式増加数 （千株） 52 － 52 

（うち平成13年３月29日定

時株主総会決議ストックオ

プション（自己株式取得方

式）） 

（千株）  (52) (－) (52) 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金および預金   3,581 5,461 9,336   

２ 受取手形 ※３ 4,608 4,606 4,854   

３ 売掛金 ※３ 20,403 19,609 19,316   

４ たな卸資産   7,959 7,448 7,444   

５ 短期貸付金   8,872 20 9,187   

６ 関係会社短期貸付金   3,724 2,766 2,373   

７ 繰延税金資産   489 189 157   

８ その他の流動資産 ※３ 3,379 2,237 2,617   

  貸倒引当金   △4,799 △21 △3,015   

 流動資産合計     48,219 36.0 42,319 31.3   52,273 37.8

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 
※１ 
※２ 

      

(1）建物   11,944 10,657 10,943   

(2）構築物   3,375 3,250 3,258   

(3）機械装置   12,623 13,106 12,792   

(4）土地   14,533 14,056 14,056   

(5）その他の有形固定資 
  産 

  3,687 2,215 2,895   

 有形固定資産合計   46,163 43,287 43,947   

２ 無形固定資産   547 582 614   

３ 投資その他の資産         

(1）投資有価証券   21,324 22,551 21,370   

(2）関係会社株式   15,334 17,859 17,859   

(3）固定化債権 ※４ － 9,007 －   

(4）前払年金費用   － 128 －   

(5）その他の投資 
  その他の資産 

  2,356 2,352 2,306   

  貸倒引当金   △41 △3,056 △41   

 投資その他の資産合計   38,974 48,842 41,495   

 固定資産合計     85,686 64.0 92,712 68.7   86,057 62.2

 資産合計     133,905 100.0 135,031 100.0   138,330 100.0 

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 買掛金 ※３ 10,063 8,568 9,646   

２ 短期借入金   4,878 3,930 3,930   

３ １年内返済予定 
  の長期借入金 

※１ － 10,048 9,548   

４ １年内償還予定の社債   5,000 － －   

５ コマーシャルペーパー   8,000 4,000 15,000   

６ 未払法人税等   62 1,310 342   

７ 預り金   8,450 14,259 9,287   

８ 役員賞与引当金   － － 12   

９ その他の流動負債 ※３ 6,903 5,167 5,082   

 流動負債合計     43,357 32.4 47,282 35.0   52,847 38.2

Ⅱ 固定負債         

１ 長期借入金 ※１ 15,686 8,938 9,912   

２ 繰延税金負債   3,247 3,216 3,395   

３ 退職給付引当金   513 － 231   

４ 役員退職慰労引当金   107 107 107   

５ その他の固定負債   380 392 319   

 固定負債合計     19,935 14.9 12,655 9.4   13,966 10.1

 負債合計     63,292 47.3 59,937 44.4   66,814 48.3

          

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     20,886 15.6 20,886 15.5   20,886 15.1 

２  資本剰余金               

(1）資本準備金   18,031   18,031   18,031     

(2）その他資本剰余金   302   306   304     

  資本剰余金合計     18,334 13.7 18,337 13.6   18,335 13.3 

３ 利益剰余金               

(1）利益準備金   3,990   3,990   3,990     

(2）その他利益剰余金               

   圧縮記帳積立金   2,913   －   －     

   別途積立金   8,415   11,415   8,415     

   繰越利益剰余金   9,102   12,356   13,348     

  利益剰余金合計     24,421 18.2 27,761 20.5   25,753 18.6 

４ 自己株式     △573 △0.4 △678 △0.5   △624 △0.5 

株主資本合計     63,069 47.1 66,307 49.1   64,351 46.5 

Ⅱ  評価・換算差額等               

１ その他有価証券 
  評価差額金 

    7,531 5.6 8,771 6.5   7,156 5.2 

２ 繰延ヘッジ損益     12 0.0 14 0.0   8 0.0 

評価・換算差額等合計     7,543 5.6 8,786 6.5   7,164 5.2 

純資産合計     70,613 52.7 75,093 55.6   71,515 51.7 

負債純資産合計     133,905 100.0 135,031 100.0   138,330 100.0 



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     40,273 100.0 38,808 100.0   81,012 100.0 

Ⅱ 売上原価     30,263 75.1 28,660 73.9   60,475 74.6

売上総利益     10,009 24.9 10,147 26.1   20,536 25.4

Ⅲ 販売費および一般管理費     7,256 18.1 6,748 17.3   14,562 18.0

営業利益     2,752 6.8 3,399 8.8   5,973 7.4

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   56 85 122   

２ 受取配当金   654 1,314 2,019   

３ その他 ※１ 263 973 2.4 264 1,664 4.3 551 2,693 3.3

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   146 201 327   

２ その他 ※２ 266 413 1.0 260 461 1.2 528 855 1.1

経常利益     3,313 8.2 4,602 11.9   7,811 9.6

Ⅵ 特別利益         

１ 投資有価証券売却益   － 40 617   

２ 貸倒引当金取崩益   11 11 0.0 － 40 0.1 307 925 1.1

Ⅶ 特別損失         

１ 固定資産処分損 ※３ 100 140 348   

２ 貸倒引当金繰入額   － 21 －   

３ 債務保証引受による 
  損失 

  91 － 91   

４ 減損損失 ※４ － 191 0.4 － 161 0.5 1,623 2,063 2.5

税引前中間（当期） 
純利益 

    3,133 7.8 4,481 11.5   6,672 8.2

法人税、住民税 
および事業税 

  10 1,350 500   

法人税等調整額   1,182 1,192 3.0 144 1,494 3.8 1,919 2,419 2.9

中間（当期）純利益     1,941 4.8 2,987 7.7   4,253 5.3



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資
本合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰
余金合
計 

圧縮記
帳積立
金 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
20,886 18,031 297 18,329 3,990 3,088 8,415 8,047 23,541 △550 62,206 

中間会計期間中の変動額                      

剰余金の配当               △1,045 △1,045   △1,045 

取締役賞与               △15 △15   △15 

圧縮記帳積立金の取崩           △174   174 －   － 

中間純利益               1,941 1,941   1,941 

自己株式の取得                   △46 △46 

自己株式の処分     4 4           22 27 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                      

中間会計期間中の変動額合計

（百万円） 
－ － 4 4 － △174 － 1,055 880 △23 862 

平成18年6月30日 残高 

（百万円） 
20,886 18,031 302 18,334 3,990 2,913 8,415 9,102 24,421 △573 63,069 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
8,308 － 8,308 70,515 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △1,045 

取締役賞与       △15 

圧縮記帳積立金の取崩       － 

中間純利益       1,941 

自己株式の取得       △46 

自己株式の処分       27 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△776 12 △764 △764 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△776 12 △764 97 

平成18年6月30日 残高 

（百万円） 
7,531 12 7,543 70,613 



当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資
本合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
20,886 18,031 304 18,335 3,990 8,415 13,348 25,753 △624 64,351 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当             △979 △979   △979 

別途積立金の積立           3,000 △3,000 －   － 

中間純利益             2,987 2,987   2,987 

自己株式の取得                 △55 △55 

自己株式の処分     1 1         1 3 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 1 1 － 3,000 △992 2,007 △53 1,955 

平成19年６月30日 残高 

（百万円） 
20,886 18,031 306 18,337 3,990 11,415 12,356 27,761 △678 66,307 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
7,156 8 7,164 71,515 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △979 

別途積立金の積立       － 

中間純利益       2,987 

自己株式の取得       △55 

自己株式の処分       3 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
1,614 6 1,621 1,621 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
1,614 6 1,621 3,577 

平成19年６月30日 残高 

（百万円） 
8,771 14 8,786 75,093 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資
本合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰
余金合
計 

圧縮記
帳積立
金 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
20,886 18,031 297 18,329 3,990 3,088 8,415 8,047 23,541 △550 62,206 

事業年度中の変動額                      

剰余金の配当               △1,045 △1,045   △1,045 

剰余金の配当（中間配当）               △980 △980   △980 

取締役賞与               △15 △15   △15 

圧縮記帳積立金の取崩（前期）           △125   125 －   － 

圧縮記帳積立金の取崩（当期）           △2,963   2,963 －   － 

当期純利益               4,253 4,253   4,253 

自己株式の取得                   △98 △98 

自己株式の処分     6 6           23 30 

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額） 
                      

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 6 6 － △3,088 － 5,301 2,212 △74 2,144 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
20,886 18,031 304 18,335 3,990 － 8,415 13,348 25,753 △624 64,351 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
8,308 － 8,308 70,515 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当       △1,045 

剰余金の配当（中間配当）       △980 

取締役賞与       △15 

圧縮記帳積立金の取崩（前期）       － 

圧縮記帳積立金の取崩（当期）       － 

当期純利益       4,253 

自己株式の取得       △98 

自己株式の処分       30 

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額） 
△1,151 8 △1,143 △1,143 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△1,151 8 △1,143 1,000 

平成18年12月31日 残高 

（百万円） 
7,156 8 7,164 71,515 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 資産の評価基準および評

価方法 

(1）たな卸資産 

製品・半製品および原材料・

貯蔵品 

 移動平均法による原価法 

(1）たな卸資産 

製品・半製品および原材料・

貯蔵品 

同左 

(1）たな卸資産 

製品・半製品および原材料・

貯蔵品 

同左 

  (2）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法 

(2）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(2）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式および関連会社株

式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式および関連会社株

式 

同左 

子会社株式および関連会社株

式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日前１ヶ月の市

場価格等の平均に基づく

時価法 

なお、評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日前１ヶ月の市場価

格等の平均に基づく時価

法 

なお、評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (3）デリバティブ 

 時価法 

(3）デリバティブ 

同左 

(3）デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定額法 

なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

建物および構築物 

３～75年 

機械装置および車両運搬具 

２～17年 

工具器具備品 

２～20年 

       

(1）有形固定資産 

 定額法 

なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

建物および構築物 

３～75年 

機械装置および車両運搬具 

２～15年 

工具器具備品 

２～20年 

   （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、平

成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産の減価償

却の方法については、改正

後の法人税法の定めと同一

の基準による方法に変更し

ております。 

なお、この変更による損益

に与える影響は軽微であり

ます。 

(1）有形固定資産 

同左 

 

  

  

   

  

  

  

  

      ───── 

  (2）無形固定資産 

 定額法 

なお、自社利用のソフトウ

ェアにつきましては、社内

における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっ

ております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）    ───── 

  

(2）    ───── 

  

(2）役員賞与引当金 

役員賞与の支給に充てるた

め、当期末における支給見込

額を計上しております。 

  (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末において発

生していると認められる退職

給付債務および年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末において発

生していると認められる退職

給付債務および年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

年金資産見込額が退職給付債

務見込額に未認識数理計算上

の差異を加減した額を下回る

場合には、当該差異を退職給

付引当金として計上し、上回

る場合には当該超過額を前払

年金費用として計上しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末において発生して

いると認められる退職給付債

務および年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

  数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間（14年から15

年）に渡る定額法により、翌

事業年度から費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間（13年から15

年）に渡る定額法により、翌

事業年度から費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間（13年から15

年）に渡る定額法により、翌

期から費用処理しておりま

す。 

  平成16年４月１日付で退職年

金支給規則および退職手当支

給規則を改訂したことによ

り、過去勤務債務（債務の減

額）が発生しており、発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により費用

処理しております。 

平成16年４月１日付で退職年

金支給規則および退職手当支

給規則を改訂したことによ

り、過去勤務債務（債務の減

額）が発生しており、発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により費用

処理しております。 

平成16年４月１日付で退職年

金支給規則および退職手当支

給規則を改訂したことによ

り、過去勤務債務（債務の減

額）が発生しており、発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により費用

処理しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 

内規の改訂に伴い、役員に対

する退職慰労金制度が廃止さ

れたため、内規上の経過措置

から生じる要支給額のみを計

上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

５ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

なお、特例処理の要件を満た

す金利スワップについては特

例処理を、振当処理の要件を

満たす為替予約取引について

は振当処理を採用しておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

なお、特例処理の要件を満た

す金利スワップについては特

例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

  ｂ ヘッジ手段：為替予約取引 

ヘッジ対象：外貨建金銭債

権 

ｂ ヘッジ手段：為替予約取引 

ヘッジ対象：外貨預金 

 

  (3）ヘッジ方針 

借入金に係る金利について変

動・固定変換をすることによ

り、金利変動リスク回避、資

金調達コスト低減化およびキ

ャッシュ・フロー固定化のた

めに、金利スワップを実施し

ております。 

また、外貨建金銭債権につい

て為替レートの変動を回避す

るために、為替予約取引を実

施しております。 

(3）ヘッジ方針 

借入金に係る金利について変

動・固定変換をすることによ

り、金利変動リスク回避、資

金調達コスト低減化およびキ

ャッシュ・フロー固定化のた

めに、金利スワップを実施し

ております。 

また、外貨預金について為替

レートの変動を回避するため

に、為替予約取引を実施して

おります。 

(3）ヘッジ方針 

借入金に係る金利について変

動・固定変換をすることによ

り、金利変動リスク回避、資

金調達コスト低減化およびキ

ャッシュ・フロー固定化のた

めに、金利スワップを実施し

ております。 

  

  なお、当該取引は、この方針

に基づき財務経理担当役員の

個別取引毎の決裁を得て、財

務経理担当部門が実行し、毎

月ポジション・損益状況を管

理しております。 

なお、当該取引は、この方針

に基づき財務経理担当役員の

個別取引毎の決裁を得て、財

務経理担当部門が実行し、毎

月ポジション・損益状況を管

理しております。 

なお、当該取引は、この方針

に基づき財務経理担当役員の

個別取引毎の決裁を得て、財

務経理担当部門が実行し、毎

月ポジション・損益状況を管

理しております。 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の相

場変動またはキャッシュ・フ

ロー総額の変動額の割合の相

関関係を求めることにより、

有効性の評価を行っておりま

す。 

なお、特例処理によっている

金利スワップおよび振当処理

によっている為替予約取引に

ついては、有効性の評価を省

略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の相

場変動またはキャッシュ・フ

ロー総額の変動額の割合の相

関関係を求めることにより、

有効性の評価を行っておりま

す。 

なお、特例処理によっている

金利スワップについては、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。

なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺のうえ、「その他の

流動負債」に含めて表示してお

ります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

      ───── 

  

  

  

  

  

  

 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）および「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は70,600百万円でありま

す。 

 なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

      ───── 

  

  

 

  

  

  

 

  

  

  

 

  

      ───── 

  

  

  

  

  

  

 

  

  

      ───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

      ───── 

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

 

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適

用し、発生時に費用処理しており

ます。これにより、従来の方法に

比べ、一般管理費が12百万円増加

し、営業利益、経常利益および税

引前当期純利益がそれぞれ同額減

少しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は71,507百万円でありま

す。 

 なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。  

  

（企業結合に係る会計基準） 

 当事業年度より、「企業結合に

係る会計基準」（「企業結合に係

る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成15年

10月31日））および「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基

準第７号 平成17年12月27日）な

らびに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10

号 平成17年12月27日）を早期適

用しております。 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

             ────── （中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間末において流動負債の「短期借入金」

に含めていた「１年内返済予定の長期借入金」（前中間

会計期間末948百万円）は、負債純資産合計額の100分の

５を超えたため、当中間会計期間末より区分掲記いたし

ました。 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

会社分割による高分子凝集剤

事業の統合について 

 当該内容については、「第５ 

経理の状況 １ 中間連結財務諸

表等 (1）中間連結財務諸表 追

加情報」に記載しております。  

─────  ─────  

役員賞与引当金 ─────   前事業年度において、役員賞

与の支給に充てるため、支給見

込額を計上しておりましたが、

役員報酬制度の見直しに伴い、

当中間会計期間より役員賞与引

当金を計上しておりません。 

─────  

固定化債権について ─────   従来、流動資産の「短期貸付

金」に計上しておりました短期

貸付金のうち、一部の貸付金の

返済が長期に渡り、一年内の回

収が困難であることが見込まれ

るため、中間財務諸表等規則第

12条において準用する財務諸表

等規則第15条第12項および財務

諸表等規則第31条第４項に従

い、投資その他の資産の「固定

化債権」に90億７百万円計上す

ることといたしました。この処

理に伴い、当該貸付金に対する

貸倒引当金も流動資産の「貸倒

引当金」から投資その他の資産

の「貸倒引当金」に30億１千５

百万円計上しております。 

─────  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

１ ※１ 担保資産 １ ※１ 担保資産 １ ※１ 担保資産 

  有形固定資産 

（工場財団） 
23,820百万円 

上記に係る債務    

 長期借入金 500百万円 

  有形固定資産 

（工場財団）
24,561百万円

上記に係る債務    

１年内返済予
定の長期借入
金 

500百万円

  有形固定資産 

（工場財団） 
24,425百万円

上記に係る債務    

 長期借入金 500百万円

  ※２ 有形固定資産の減価償却累 

   計額 

  ※２ 有形固定資産の減価償却累 

   計額 

  ※２ 有形固定資産の減価償却累 

   計額 

    104,518百万円     100,598百万円     100,658百万円

  ※３    ―――――   ※３ 期末日満期手形および期末

日確定期日現金決済（手形

と同条件で手形期日に現金

決済する方式）の会計処理

は、満期日に決済が行われ

たものとして処理しており

ます。当中間会計期間末日

が休日でありましたため、

次のとおり、期末日満期手

形および期末日確定期日現

金決済分が中間会計期間末

残高より除かれておりま

す。 

  ※３ 期末日満期手形および期末

日確定期日現金決済（手形

と同条件で手形期日に現金

決済する方式）の会計処理

は、満期日に決済が行われ

たものとして処理しており

ます。当期末日が休日であ

りましたため、次のとお

り、満期手形および期末日

確定期日決済分が期末残高

より除かれております。 

      受取手形 1,500百万円

売掛金 2,816  

その他の 

流動資産 
31  

買掛金 1,390  

その他の 

流動負債 
351  

  受取手形 1,656百万円

売掛金 2,939  

その他の 
流動資産 

141  

買掛金 1,301  

その他の 
流動負債 

882  

  ※４    ―――――   ※４ 固定化債権は、短期貸付金

のうち、貸付金の回収が長

期に渡ると見込まれる債権

であります。 

  ※４    ――――― 

２ 偶発債務 

関係会社等の銀行借入に対する

保証等 

２ 偶発債務 

関係会社等の金融機関等借入に

対する保証等 

２ 偶発債務 

関係会社等の金融機関等借入に

対する保証等 

  張家港東亞迪愛生
化学有限公司 

748百万円 

北陸液酸工業㈱ 526  

ヴイテック㈱ 410  

ほか３社 29  

  張家港東亞迪愛生
化学有限公司 

970百万円

北陸液酸工業㈱ 413  

ヴイテック㈱ 140  

その他 14  

  張家港東亞迪愛生
化学有限公司 

876百万円

北陸液酸工業㈱ 469  

ヴイテック㈱ 275  

ほか３社 22  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ ※１ 営業外収益のうちその他の 

   主なもの  

１ ※１ 営業外収益のうちその他の 

     主なもの  

１ ※１ 営業外収益のうちその他の 

     主なもの  

  固定資産賃貸料 171百万円   固定資産賃貸料 164百万円   固定資産賃貸料 257百万円

  ※２ 営業外費用のうちその他の 

     主なもの  

  ※２ 営業外費用のうちその他の 

     主なもの  

  ※２ 営業外費用のうちその他の 

     主なもの  

  環境整備費 99百万円   遊休設備費 121百万円

環境整備費 89  

  環境整備費 170百万円

遊休設備費 137  

  ※３ 機械装置など 

    

  ※３ 固定資産処分損の内訳 

機械装置 109百万円

建物ほか 31  

  ※３ 固定資産処分損の内訳 

機械装置 192百万円

建物ほか 156  

 



前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

   ※４   ―――――    ※４   ―――――   ※４ 減損損失 

   当社は、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上

しております。 

  （経緯およびグルーピング

の方法） 

当社は、遊休資産について

は個々の単位でグルーピン

グしており、将来における

具体的な使用計画がないこ

とおよび回収可能価額が帳

簿価額を下回るものについ

て、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額

を減損損失(1,623百万円)と

して特別損失に計上してお

ります。 

（減損損失の内訳） 

減損損失の内訳は、建物584

百万円、機械装置528百万

円、土地473百万円、他37百

万円であります。 

（回収可能価額の算定方法

等） 

当事業年度に計上した減損

損失の測定における回収可

能価額は、正味売却価額に

より測定しており、不動産

鑑定評価基準に基づく鑑定

評価額等により算出してお

ります。 

  （単位 百万円）

  場所 用途 種類 減損損失

 
茨城県つ

くば市 

遊休資

産 

土地およ

び建物等 
1,051 

 名古屋市 
遊休資

産 

機械装置

等 
572 

  合計 1,623 

２ 減価償却実施額 ２ 減価償却実施額 ２ 減価償却実施額 

  有形固定資産 1,682百万円 

無形固定資産 138  

   有形固定資産 1,643百万円

 無形固定資産 72  

   有形固定資産 3,369百万円

 無形固定資産 288  



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

  (注) １ 当中間会計期間増加株式数は、単元未満株式の買取によるものであります。 

    ２ 当中間会計期間減少株式数は、旧商法第210条ノ２第２項の規定に基づくストックオプション（自己株式取得

方式）の権利行使および単元未満株式の売却によるものであります。 

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

 （注）１ 当中間会計期間増加株式数は、単元未満株式の買取によるものであります。 

    ２ 当中間会計期間減少株式数は、単元未満株式の売却によるものであります。 

前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

  (注) １ 当事業年度増加株式数は、単元未満株式の買取によるものであります。 

    ２ 当事業年度減少株式数は、旧商法第210条ノ２第２項の規定に基づくストックオプション（自己株式取得方

式）の権利行使および単元未満株式の売却によるものであります。 

    ３ 当社は、平成13年３月29日開催の第88回定時株主総会決議により、平成13年４月24日付で旧商法第210条ノ２

第２項の規定に基づく自己株式取得方式によるストックオプション制度を採用しておりました。 

      ①付与対象者の区分および人数 

       平成13年４月１日に在任した取締役（７名）、執行役員（15名）および在籍した従業員（56名） 

      ②株式の数 

       取締役 270,000株（累計）、執行役員 250,000株（累計）、従業員 280,000株（累計） 

      ③譲渡の価額 １株につき246円 

      ④権利行使期間  

平成15年４月１日から平成18年３月31日まで 

       ※上記のうち、70名分760,000株が権利行使期間内に権利行使されました。 

  
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

株式の種類         

普通株式 (注)１ ２ 2,628 85 106 2,607 

合計 2,628 85 106 2,607 

  
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

株式の種類         

普通株式 (注)１ ２ 2,719 119 7 2,831 

合計 2,719 119 7 2,831 

  
前事業年度末株式数
（千株） 

当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

株式の種類         

普通株式 (注)１ ２ 2,628 203 112 2,719 

合計 2,628 203 112 2,719 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額および期末残高相当額 

  

取得価

額相当

額 

(百万円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円) 

中間期

末残高

相当額 

(百万円) 

有形固定資産 

その他 
131 54 76 

  

取得価

額相当

額 

(百万円)

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円)

中間期

末残高

相当額 

(百万円)

有形固定資産 

その他 
140 48 91 

  

取得価

額相当

額 

(百万円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円) 

期末残

高相当

額 

(百万円)

有形固定資産 

その他 
155 78 76 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、中間財務諸表等規則第５条の３

において準用する財務諸表等規則第

８条の６第２項の規定に基づき、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

 （注） 同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、財務諸

表等規則第８条の６第２項の規定に

基づき、支払利子込み法により算定

しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 27百万円 

１年超 49 

合計 76  

１年内 30百万円 

１年超 61  

合計 91  

１年内 26百万円 

１年超 50  

合計 76  

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、中間財務諸表

等規則第５条の３において準用する

財務諸表等規則第８条の６第２項の

規定に基づき、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 （注） 同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

有形固定資産の期末残高等に占める

その割合が低いため、財務諸表等規

則第８条の６第２項の規定に基づ

き、支払利子込み法により算定して

おります。 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の 

取崩額、減価償却費相当額および減損

損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損

損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損

損失 

支払リース料 11百万円 

減価償却費相当額 11  

支払リース料 16百万円 

減価償却費相当額 16  

  

支払リース料 29百万円 

減価償却費相当額 29  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失は 

ありません。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

（減損損失について） 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年６月30日） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成19年６月30日） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成18年12月31日） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

（企業結合等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

（パーチェス法関係） 

「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 (1）中間連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載  

のとおりであります。  

  
中間貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 2,505百万円   14,449百万円   11,943百万円 

  
中間貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 2,505百万円   13,442百万円   10,936百万円 

  
貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式    2,505百万円    13,729百万円    11,223百万円 



（１株当たり情報） 

（注） 

１ 当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま 

  せん。 

２ １株当たり中間（当期）純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以

  下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 270.15円

１株当たり中間純利益 7.43円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
7.43円

１株当たり純資産額 287.54円

１株当たり中間純利益 11.44円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益
    －

１株当たり純資産額 273.72円

１株当たり当期純利益 16.27円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
 16.27円

    
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益 (百万円) 1,941 2,987 4,253 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － － － 

普通株式に係る中間（当期）

純利益 
(百万円) 1,941 2,987 4,253 

普通株式の期中平均株式数 （千株） 261,386 261,217 261,357 

          

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額 (百万円) － － － 

普通株式増加数 （千株） 52 － 52 

（うち平成13年３月29日定

時株主総会決議ストックオ

プション（自己株式取得方

式）） 

（千株） (52) (－)  (52) 



(2）【その他】 

 平成19年８月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1）中間配当による配当金の総額      …1,044百万円 

(2）１株当たりの金額           …４円00銭 

(3）支払請求の効力発生日および支払開始日 …平成19年９月６日 

 （注） 平成19年６月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行い

ます。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書 

   およびその添付書類 

事業年度 

（第94期） 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日 

 平成19年３月30日 

 関東財務局長に提出 

(2) 訂正発行登録書（社債） 

  

  

  

  

  

 平成19年３月30日 

 関東財務局長に提出  

(3)  有価証券報告書の       

訂正報告書  

上記(1)の有価証券報告書に係る 

訂正報告書であります。   

 平成19年９月３日 

 関東財務局長に提出 

(4) 訂正発行登録書（社債） 

  

  

  

  

  

 平成19年９月３日 

 関東財務局長に提出  

(5) 訂正発行登録書（社債） 

  

  

  

  

  

 平成19年９月18日 

 関東財務局長に提出  

(6)  有価証券報告書の       

訂正報告書  

上記(1)の有価証券報告書に係る 

訂正報告書であります。   

 平成19年９月26日 

 関東財務局長に提出 

(7) 訂正発行登録書（社債） 

  

  

  

  

  

 平成19年９月26日 

 関東財務局長に提出  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年９月21日

東亞合成株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 長  田  清  忠  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 千  葉     彰  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 池  内  基  明  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東亞合

成株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年１月１日から

平成18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、東亞合成株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年９月20日

東亞合成株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 長  田  清  忠  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 千  葉     彰  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 池  内  基  明  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東亞合

成株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年１月１日から

平成19年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、東亞合成株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年９月21日

東亞合成株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 長  田  清  忠  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 千  葉     彰  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 池  内  基  明  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東亞合

成株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第94期事業年度の中間会計期間（平成18年１月１日から平

成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東亞合成株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年１月１

日から平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年９月20日

東亞合成株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 長  田  清  忠  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 千  葉     彰  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 池  内  基  明  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東亞合

成株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第95期事業年度の中間会計期間（平成19年１月１日から平

成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東亞合成株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年１月１

日から平成19年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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